
                                     資料 １ 

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                                  平成２２年９月８日  

 

 

 

無線設備規則の一部を改正する省令の一部を改正する省令案について 

 

（平成２２年７月１４日 諮問第２７号） 

［通信用途のUWB無線システムの干渉軽減機能の具備に関する 

期限再延長に伴う制度整備］ 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （高橋課長補佐、北村係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省総合通信基盤局電波部移動通信課 

                         （中里課長補佐、和田係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８９６ 
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諮問第２７号説明資料 

 

無線設備規則の一部を改正する省令の一部改正案について 
（通信用途の UWB無線システムの干渉を軽減する機能の具備に関する 

期限再延長について） 

 

１ 諮問の背景 

 マイクロ波帯を用いた通信用途の UWB 無線システムは、平成 18 年８月に制度化さ

れ、ローバンド（3.4～4.8GHz帯の周波数の電波）は、干渉を軽減する機能を有する

こととされたが、ローバンドのうち、4.2～4.8GHz帯の周波数の電波を使用するもの

については、電波の有効利用及び UWB無線システムの早期導入・普及の観点から、平

成 20年 12月末までは干渉を軽減する機能を有さなくても良いとされた。また、平成

20 年８月に、第４世代移動通信システムの導入に向けた検討状況等を考慮し、干渉

を軽減する機能を有することとされた期限を２年間延長し平成 22年 12月末までとさ

れた。 

 今般、UWB無線システムの普及状況、第４世代移動通信システムの導入時期を勘案

し、干渉を軽減する機能を有することとされた期限を３年間延長し平成 25年 12月末

までとする。 

 本件は、我が国における第４世代移動通信システム等の円滑な導入に支障を及ぼさ

ない点にも十分配慮しつつ、経過措置を延長するための規定の整備を行うものである。 

 

２ 改正省令の概要 

 無線設備規則の一部を改正する省令（附則第２項）関係 

 平成 22 年 12 月 31 日までとされている UWB 無線システムの干渉を軽減する機能を

有することを要しない経過措置について、平成 25年 12月 31日までに延長する。 

 また、併せて平成 25 年 12 月 31 日までに取得した技術基準適合証明等の効力に関

する経過措置を規定する。 

 

３ 施行期日 

 平成 22年 10月 公布・施行（予定） 
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                                     資料 ２ 

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                                 平成２２年９月８日  

 

 

 

認定放送持株会社の認定について 

 

（平成２２年９月８日 諮問第３２号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （高橋課長補佐、北村係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省情報流通行政局地上放送課 

                         （佐藤課長補佐、中屋敷係長） 

                         電話：０３－５２５３－５７９３ 
 



 

認定放送持株会社の認定について 

 

申請年月日 平成２２年７月７日 

申請者（申請対象会社） 株式会社テレビ東京  代表取締役社長 島田 昌幸 

株式会社ＢＳジャパン 代表取締役社長 山田 登 

テレビ東京ブロードバンド株式会社  

代表取締役社長 加藤 雅夫 

（平成２２年１０月１日付けで申請対象会社である「株式会

社テレビ東京ホールディングス」を設立予定） 

経営形態 株式会社 

資本金 １００億円 

子会社となる一般放送事業

者 

株式会社テレビ東京 

株式会社ＢＳジャパン 

エフエムインターウェーブ株式会社 

主として一般放送事業者の

放送の業務に密接に関連す

る業務を行う子会社等 

株式会社テレビ東京ミュージック ほか１０社 

申請対象会社の子会社であ

る一般放送事業者等の株式

の取得価額の合計額の総資

産の額に対する割合 

９４．８％ 

申請対象会社及びその子会

社の事業収支見積り 

初年度から単年度黒字を見込んでいる。 

主たる出資者及び議決権の

数 

別紙１のとおり 

外国人等の直接及び間接に

占める議決権の比率の合計 

１．１１％ 

諮問第３２号説明資料 



別紙１ 

主たる出資者及び議決権の数 

 

主たる出資者 

氏 名 又は名 称等 住  所 職業 

総議決権に

対する比率

（％） 

備   考 

㈱日本経済新聞社  

代表取締役 喜多恒雄 
東京都千代田区 新聞業 32.04%  

新日本観光㈱ 

代表取締役 糸山英太郎 
東京都港区 ゴルフ場経営 7.00%  

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 

頭取 永易克典 
東京都千代田区 金融業 3.95%  

日本生命保険相互会社 

代表取締役 岡本圀衛 
東京都千代田区 生命保険業 3.82%  

三井物産㈱ 

代表取締役社長 飯島彰己 
東京都千代田区 総合商社 3.69%  

㈱みずほ銀行 

取締役頭取 西堀利 
東京都千代田区 金融業 2.66%  

㈱東京計画 

代表取締役社長 渡部勝義 
東京都豊島区 不動産業 2.43%  

日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行 

取締役社長 小田一穂 
東京都中央区 金融業 2.23%  

株式会社東芝 

代表取締役社長 佐々木則夫 
東京都港区 製造業 2.17%  

東レ㈱ 

代表取締役社長 榊原定征 
東京都中央区 製造業 1.91%  

㈱毎日放送 

取締役社長 河内一友 
大阪府大阪市 放送業 1.91%  

東日本電信電話㈱ 

代表取締役社長 江部努 
東京都新宿区 通信業 1.73%  

テレビ大阪㈱ 

代表取締役社長 上田克己 
大阪府大阪市 放送業 1.45%  

㈱電通 

代表取締役社長 高嶋達佳 
東京都港区 広告業 1.44%  



別紙２ 

審 査 結 果 

株式会社テレビ東京、株式会社ＢＳジャパン、テレビ東京ブロードバンド株式会社

（株式会社テレビ東京ホールディングス） 

 

審査事項 審査の結果 適否 

１ 法令への適合性 

     放送法（昭和２５年法律第１３２号。以下「法」という。）への適合 

（１）申請対象会社の形態 

 （法第５２条の３０第２項第１号） 

申請対象会社は、株式会社で設立するこ

とを予定していることから、適合する。 
適 

（２）申請対象会社の業務内容 

 （法第５２条の３０第２項第２号） 

 １０月１日付けで株式移転により持株会

社（申請対象会社）を設立し、一般放送事

業者である株式会社テレビ東京及び株式会

社ＢＳジャパンは申請対象会社の子会社と

して存続することから、申請対象会社は一

般放送事業者でないため、適合する。 

適 

（３）申請対象会社の子会社に対する資産要

件 

 （法第５２条の３０第２項第３号） 

申請対象会社の子会社等である一般放送

事業者等の株式の取得価額の合計額の当該

申請対象会社の総資産に対する割合は５

０％を大きく超える（９４．８％）と見込

まれており、当該割合は常時５０％を超え

ることが確実であると見込まれることか

ら、適合する。 

適 

（４）申請対象会社及び子会社の収支見込み 

 （法第５２条の３０第２項第４号） 

事業収支は初年度から単年度黒字を見込

んでおり、良好であると認められる。 
適 

（５）申請対象会社の外資等の支配状況 

（法第５２条の３０第２項第５号イ及びロ

） 

業務を執行する役員に外国人等はおら

ず、また、外国人等が占める議決権割合は

２０％未満であり、該当しないものと認め

られることから、適合する。 

適 

（６）申請対象会社の欠格事由 

 （法第５２条の３０第２項第５号ハ～リ） 

 

法、電波法（昭和２５年法律第１３１号）

及び電気通信役務利用放送法（平成１３年

法律第８５号）に規定する罪を犯したこと

はなく、また、上記法律に違反し、行政処

分を受けたこともないことから、適合する。 

適 



２ 行政手続法（平成５年法律第８８号）第５条により公にすることとされている審査基準への適

合性 

  放送法関係審査基準（平成１３年総務省訓令第６８号。以下「審査基準」という。）への適合 

（１）一般放送事業者である子会社 

・２以上の一般放送事業者を子会社とする

こと 

 （審査基準第１０条(1)） 

一般放送事業者である株式会社テレビ東

京、株式会社ＢＳジャパン及びエフエムイン

ターウェーブ株式会社を子会社とすること

から、適合する。 

適 

（２）申請対象会社の形態 

・株式会社であること 

 （審査基準第１０条(2)） 

申請対象会社は、１（１）のとおり株式会

社であることを予定していることから、適合

する。 

適 

（３）申請対象会社の業務内容 

・一般放送事業者でないこと 

 （審査基準第１０条(3)） 

申請対象会社は、１（２）のとおり一般放

送事業者ではないため、適合する。 適 

（４）申請対象会社の子会社に対する資産

要件等 

・子会社である一般放送事業者及びこれに

準ずる者の株式の取得価額の合計が当

該申請対象会社の総資産の５０％を常

時超えること 

・準ずる者が主として一般放送事業者の密

接関連業務を行っていること 

（審査基準第１０条(4)） 

 

 

１（３）のとおり、常時５０％を超えるこ

とが確実であると見込まれることから、適合

する。 

 

申請対象会社は一般放送事業者に準ずる

者の株式を保有していない。 

（参考） 

一般放送事業者に準ずる者とされる１１

社については、その業務内容、約款及び収入

に係る状況から判断して、審査基準第１０条

(4)ア～コに該当する業務を行うものに該当

し、また、当該業務に係る収入の当該者の総

収入に占める割合が５０％以上であるもの

と認められる。 

適 

（５）申請対象会社及び子会社の収支見込

み 

  ・収支の見込みが良好であること 

 （審査基準第１０条(5)） 

事業収支の見込みは、１（４）のとおり良

好であると認められる。 

また、当該見込みは、事業計画書及び事業

収支の見積り並びに貸借対照表及び損益計

算書における、向こう５年間の財務状況や過

去３年の財務状況から判断し、適切であると

認められる。 

適 



（６）申請対象会社の欠格事由 

 （審査基準第１０条(6)） 

法第５２条の３０第２項第５号イ～リま

での各規定に該当しないものと認められる

ことから、適合する。 

適 

 



 

資料 ３ 

 

電波監理審議会会長会見資料 

 

平成２２年９月８日 

 

 

207.5MHz以上 222MHz以下の周波数を使用する特定基地局の開設に

関する計画の認定について 

（平成２２年８月１７日 諮問第３１号） 

 

[携帯端末向けマルチメディア放送の開設計画の認定について] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（連絡先） 

電波監理審議会について 

                  総務省総合通信基盤局総務課 

                      （高橋課長補佐、北村係長） 

                      電話：０３－５２５３－５８２９ 

 

                 諮問内容について 

                  総務省情報流通行政局地上放送課 

                      （佐藤課長補佐、中屋敷係長） 

                      電話：０３－５２５３－５７９３ 



 

諮問第３１号説明資料 

 

207.5MHz以上 222MHz以下の周波数を使用する特定
基地局の開設に関する計画の認定について 

 

本年４月に当審議会の答申を踏まえて制定・告示された 207.5MHz 以上 222MHz 以下の周

波数を使用する特定基地局の開設に関する指針（平成 22年総務省告示第 173号。以下「開

設指針」という。）においては、207.5MHz 以上 222MHz 以下の周波数を使用する特定基地局

の開設に関する計画（以下「開設計画」という。）の認定は、電波法第 27条の 13第４項各

号に規定する要件（同項第１号については、開設指針第１項から第４項まで、第５項第２

号、同項第３号㈠から㈣まで及び別表第二に規定する要件に限る。以下「認定要件」とい

う。）を満たしているか否かの審査（以下「要件審査」という。）を行い、認定要件を満た

している申請の数が１の場合は当該申請に対してするものとし、２以上の場合はそれぞれ

の申請について開設指針別表第三の基準（以下「比較審査基準」という。）により比較審査

を行い、当該申請のうち比較審査基準への適合の度合いが最も高い１の申請に対してする

ものとされている。 

 

開設計画の認定に係る審査を行うに当たり、開設指針を変更すべき特段の事情は認めら

れなかったことから、同指針に基づき審査を行った。 

 

両申請者の開設計画について要件審査を行った結果、いずれも認定要件を満たしている

ものと認められた。（要件審査の結果については、別添１－Ａ及び別添１－Ｂのとおり。） 

 

次に、比較審査基準により比較審査を行ったところ、 

株式会社マルチメディア放送はメディアフロージャパン企画株式会社に比して、 

・委託放送業務の円滑な運営のための取組に関する計画の内容がより充実していること

（開設指針別表第三第一項第三号）について優位、 

・開設計画に従って円滑に当該特定基地局を整備するための能力がより充実しているこ

と（同項第四号㈠）についてやや優位、 

・当該特定基地局の運用による受託国内放送を確実に開始し、かつ、継続的に運営する

ために必要な財務的基礎がより充実していること（同号㈡）について優位であり、 

メディアフロージャパン企画株式会社は株式会社マルチメディア放送に比して、 

・電気通信設備の設置及び運用を円滑に行うための技術的能力がより充実していること

（同号㈢）についてやや優位である 

と認められた。（比較審査の結果については、別添２のとおり。） 

 

したがって、株式会社マルチメディア放送からの申請の方が、比較審査基準への適合の

度合いが高いと認められたため、その旨の答申を行なったものである。 



 
 

要件審査の結果 

 

  

 

審査項目 判定 審査概要 

開設計画が開設指針に照らし適切なものであること。（電波法第二十七条の十三第四項第一号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開設指針の対象とする特定基地局の範囲に関する事項（開設指針第一項） 

無線設備規則第四章第二節の八の二に規

定する技術基準に係る無線設備を使用して受

託国内放送を行う放送局のうち、開設指針第

二項第一号に規定する周波数を使用するもの

であること。（開設指針第一項） 

適 申請者が開設を希望している特定基地局

は、無線設備規則第四章第二節の八の二に

規定する技術基準に係る無線設備を使用して

受託国内放送を行う放送局のうち、207.5MHz

以上222MHz以下の周波数を使用するもので

あることから、適当と認められる。 

周波数割当計画に示される割り当てることが可能である周波数のうち当該特定基地局に使用させること

とする周波数及びその周波数の使用に関する事項（開設指針第二項） 

使用する周波数は、207.5MHz以上222MHz

以下の周波数であること。（開設指針第二項第

一号） 

適 申請者が使用を希望している周波数は、

207.5MHz以上222MHz以下であることから、適

当と認められる。 

第一号に規定する周波数の使用区域が全

国であること。（開設指針第二項第二号） 

適 申請者が希望する周波数の使用区域は、全

国であることから、適当と認められる。 

第一号に規定する周波数の使用は平成23

年７月25日以降であること。（開設指針第二項

第三号） 

適 申請者が希望する周波数の使用開始時期

は、平成23年７月25日以降であることから、適

当と認められる。 

当該特定基地局の配置及び開設時期に関する事項（開設指針第三項） 

開設計画の認定の日から３年以内に全国の

世帯カバー率が100分の50以上になるように特

定基地局を配置し、開設すること。（開設指針

第三項第一号） 

適 申請者は、開設計画の認定の日から３年と

想定していた平成25年７月末までに、全国の

世帯カバー率が100分の50以上になるように特

定基地局を配置し、開設することとしていること

から、適当と認められる。 

開設計画の認定の日から５年以内に全国の

世帯カバー率が100分の90以上になり、かつ、

総合通信局の管轄区域ごとの世帯カバー率が

すべて100分の70以上になるように特定基地局

を配置し、開設すること。（開設指針第三項第

二号） 

適 申請者は、開設計画の認定の日から５年と

想定していた平成27年７月末までに全国の世

帯カバー率が100分の90以上になり、かつ、総

合通信局の管轄区域ごとの世帯カバー率がす

べて100分の70以上となるように特定基地局を

配置し、開設することとしていることから、適当

と認められる。 

申請者 株式会社マルチメディア放送 

 

別添１－Ａ 



 
 

 

 

開設計画の認定の日から５年以内に全国の

駅カバー率が100分の70以上になり、かつ、総

合通信局の管轄区域ごとの駅カバー率がすべ

て100分の50以上になるように特定基地局を配

置し、開設すること。（開設指針第三項第三号

㈠） 

適 申請者は、開設計画の認定の日から５年と

想定していた平成27年７月末までに全国の駅

カバー率が100分の70以上になり、かつ、総合

通信局の管轄区域ごとの駅カバー率がすべて

100分の50以上になるように特定基地局を配置

し、開設することとしていることから、適当と認

められる。 

開設計画の認定の日から５年以内に全国の

道路施設カバー率が100分の50以上になるよう

に特定基地局を配置し、開設すること。（開設

指針第三項第三号㈡） 

適 申請者は、開設計画の認定の日から５年と

想定していた平成27年７月末までに全国の道

路施設カバー率が100分の50以上になるように

特定基地局を配置し、開設することとしている

ことから、適当と認められる。 

全国において、当該特定基地局により行わ

れる放送があまねく受信できるように努めるこ

と。（開設指針第三項第四号） 

適 申請者は、小規模の難視聴地区対策として

ギャップフィラーによる対策を実施するととも

に、平成28年度～平成30年度にそれぞれ25局

程度の特定基地局を設置し、全国において、

当該特定基地局により行われる放送があまね

く受信できるように努めることとしていることか

ら、適当と認められる。 

当該特定基地局の無線設備に係る電波の能率的な利用を確保するための技術の導入に関する事項

（開設指針第四項） 

当該特定基地局のすべてにおいて、同一の

送信の方式により同一の放送番組を同一周波

数の電波で送信するものであること。（開設指

針第四項） 

適 申請者は、当該特定基地局のすべてにおい

て、同一の送信の方式により同一の放送番組

を同一周波数の電波で送信することとしている

ことから、適当と認められる。 

当該特定基地局の円滑な開設の推進に関する事項その他必要な事項（開設指針第五項） 

申請者が、14.5MHzの帯域幅を申請している

こと。（開設指針第五項第二号㈠） 

適  申請者が使用を希望している周波数は、

207.5MHzから222MHzまでであることから、適

当と認められる。 

申請された開設計画において、電波法第二

十七条の十三第二項及び無線局免許手続規

則第二十五条の四に定めるもののほか、開設

指針別表第一に規定する事項が記載されてい

ること。（開設指針第五項第二号㈡） 

適  申請された開設計画において、電波法第二

十七条の十三第二項及び無線局免許手続規

則第二十五条の四に定めるもののほか、開設

指針別表第一に規定する事項が記載されてい

るため、適当と認められる。 

申請者が、本開設指針に係る二以上の開設

計画の認定の申請を行っていないこと。（開設

指針第五項第三号㈠） 

適 

 

 

 申請者は、本開設指針に係る二以上の開設

計画の認定の申請を行っていないことから、適

当と認められる。 



 
 

申請者が、本開設指針に係る他の開設計画

の認定の申請を行っている法人又は団体の役

員（組合その他これに準ずる事業体にあって

は、役員に相当する者を含む。）ではないこと。

（開設指針第五項第三号㈡） 

適 申請者は、本開設指針に係る他の開設計画

の認定の申請を行っている法人又は団体の役

員ではないことから、適当と認められる。 

申請者が法人又は団体である場合にあって

は、その役員が本開設指針に係る他の開設計

画の認定の申請を行っていないこと。（開設指

針第五項第三号㈢） 

適 申請者の役員は、本開設指針に係る他の開

設計画の認定の申請を行っていないことから、

適当と認められる。 

申請者が法人又は団体である場合にあって

は、申請者が議決権の３分の１以上を保有す

る者、申請者の議決権の３分の１以上を保有

する者及び申請者の議決権の３分の１以上を

保有する者が議決権の３分の１以上を保有す

る者（申請者を除く。）が、本開設指針に係る他

の開設計画の認定の申請を行っていないこと。

（開設指針第五項第三号㈣） 

適  申請者が議決権の３分の１以上を保有する

者、申請者の議決権の３分の１以上を保有す

る者及び申請者の議決権の３分の１以上を保

有する者が議決権の３分の１以上を保有する

者（申請者を除く。）は、本開設指針に係る開設

計画の認定の申請を行っていないことから、適

当と認められる。 

 

開設指針別表第二に規定する開設計画の認定の要件（開設指針別表第二） 

 開設計画の適切性及び計画実施の確実性（開設指針別表第二第一項） 

本開設指針の対象とする特定基地局の整備計画に関する事項（開設指針別表第二第一項第一号） 

第三項第一号から第三号までの要件を満

たし、広範な地域において本開設指針の対

象とする特定基地局により行われる放送の

受信を可能とするための合理的かつ具体的

な当該特定基地局の整備計画を有している

こと。（開設指針別表第二第一項第一号㈠） 

適 申請者は、特定基地局を平成25年7月末ま

でに47局、平成27年7月末までに110局整備し

て、第三項第一号から第三号までの要件を上

回る計画を有することから、適当と認められ

る。 

第三項第四号の要件を満たす旨の当該

特定基地局の整備計画を有していること。

（開設指針別表第二第一項第一号㈡） 

適 申請者は、小規模の難視聴地区対策として

ギャップフィラーによる対策を実施するととも

に、平成28年度～平成30年度にそれぞれ25局

程度の特定基地局を設置し、全国において、

当該特定基地局により行われる放送があまね

く受信できるように努めることとしていることか

ら、適当と認められる。 

受信設備の普及に関する事項（開設指針別表第二第一項第二号） 

当該特定基地局により行われる放送を受

信することのできる受信設備を全国において

国民に普及させるための合理的かつ具体的

な計画を有していること。（開設指針別表第

適 申請者は、以下の計画を有することから、適

当と認められる。 

・ 既存技術の活用により受信設備の開発期

間を短縮し、平成23年後半に実用の受信設



 
 

二第一項第二号） 備の発売が開始される予定としている。 

・ 試作受信設備の開発、コンテンツ配信実験

等の各種取組を既に実施。 

・ 具体的な数値による携帯電話端末への受

信機能の搭載及びこれに基づく普及計画に

ついて携帯電話事業社２者から経営レベル

での了解を取り付け済み。 

 

受託放送役務の提供に関する事項（開設指針別表第二第一項第三号） 

受託放送役務の料金その他の提供条件

の設定が法令に照らし適正なものになると

見込まれることその他委託放送業務の円滑

な運営のための取組に関する合理的かつ具

体的な計画を有していること。（開設指針別

表第二第一項第三号） 

適 申請者は、以下の計画を有することから、適

当と認められる。 

・ 受託放送役務の料金の設定について、特

定の委託放送事業者に対し不当な差別的取

扱いをしている事項は見当たらない。 

・ その他の提供条件については、委託放送事

業者に対して不当な義務を課すような事項等

は特段見当たらず、法令に照らし適正なもの

になると見込まれる。 

・ 委託放送業務の円滑な利用に関する取組

として、①立ち上がり期における受託放送料

金の額の割引の設定、②関連事業者と会員

制の協議会を設立し事務局的役割を担うこと

等を計画している。 

開設計画の実施に関する能力及び体制に関する事項（開設指針別表第二第一項第四号） 

開設計画に従って円滑に当該特定基地局

を整備するための能力を有していること。（開

設指針別表第二第一項第四号㈠) 

適 申請者は、以下の取組実績及び今後の計

画を有することから、適当と認められる。 

・ 無線設備、中継回線その他の必要な電気

通信設備の確保については、予定する運用

開始時期に間に合うように設備等を調達・確

保できることを関係業者に確認済み。 

・ 特定基地局の設置場所の確保に関しては、

基幹的な大規模局について、可能な限り管

理者の立会いの下で現地調査を行い、51に

上る項目についての詳細な調査を行った上

で、利用の可否を判断するなどしている。 

・ 特定基地局の開設に関する地域住民の合

意形成に向けた取組については、特定基地

局の候補地選定にあたっての調査段階にお



 
 

いて、地域住民の理解が得られるよう既存の

鉄塔の利用を最優先に検討するなどしたほ

か、周辺住民や近隣環境に配慮することを考

慮した選定を行うなどの計画を有する。 

・ 有線テレビジョン放送の受信に与える障害

の防止又は解消に関する取組について、 

① 有線テレビジョン放送事業者等と協議の

上、事前周知広報等の対策体制を整備す

る。 

② 対象となる世帯数については自主放送を

行っている許可施設や共聴施設を対象とし

て、関係者ヒアリング等に基づき地域特性

分布を調査した上で算出している。 

③ 障害の防止･解消に要する費用について

は個別対策費用、事前周知広報活動等の

費用を計上している。 

・ ブースター障害等の防止又は解消に関する

取組については、ブースター障害を与えるお

それのある個別受信世帯数等を算出した上

で、障害を解消するための方法（周知広報及

び視聴者からの相談や苦情の受付等）につ

いて検討を行い、そのために必要となる費用

を計上している。 

・ 工事業者その他の業者との協力体制の確

保については、出資者である地上放送事業

者と特定基地局の建設に関する業務委託契

約を締結し、 工事に関しては、実績のあるメ

ーカーへ発注する計画としている。 

当該特定基地局の運用による受託国内放

送を確実に開始し、かつ、継続的に運営する

ために必要な財務的基礎を有していること。

(開設指針別表第二第一項第四号㈡) 

適 申請者は、以下の計画を有することから、適

当と認められる。 

・ 平成28年度までの総工事費は438.0億円。

メーカーからの見積もりやヒアリングを根拠に

算出した単価等により送信設備等の見積もり

を行っている。 

・ 資金調達については、必要な資金の額を満

たす、出資及びリースによる調達を計画して

おり、それぞれ根拠となる文書が提出されて

いる。 



 
 

・ 事業収支計画については、平成26年度に単

年度黒字を達成する計画となっている。 

電気通信設備の設置及び運用を円滑に

行うための技術的能力を有していること。(開

設指針別表第二第一項第四号㈢) 

適 申請者は、以下の実績を有することから、適

当と認められる。 

・ 技術的な検討及び実験については、ファイ

ルキャスティングサービスに係る伝送特性の

測定等のサービスの実証実験等を実施済

み。 

・ 標準化の活動については、㈳電波産業会

の標準化作業へ参加し、標準規格案の審議

をほぼ完了している。 

電気通信設備の保守及び管理体制並び

に障害時の対応体制を整備すること。(開設

指針別表第二第一項第四号㈣) 

適 申請者は、以下の計画を有することから、適

当と認められる。 

・ 社内の中央監視センターと各地域監視セン

ターにより24時間監視を実施するとともに、保

守計画を作成し、保守業務が円滑に機能す

るよう体系化。 

・ 障害時の対応体制については、保守担当

者の派遣による一次対応、中央監視センター

における二次対応体制を整備するほか、障

害の規模に応じた事故対策本部の招集、訓

練の実施。 

関係法令の規定に基づき無線従事者を適

切に配置すること。(開設指針別表第二第一

項第四号㈤) 

適 申請者は、以下の計画を有することから、適

当と認められる。 

・ 特定基地局の展開に応じて無線従事者を

配置。 

・ 教育・訓練等を通じて将来的な無線従事者

の確保も図る。 

電波法、放送法その他の関係法令を遵守

して適切な方法により業務を行う体制を整備

すること。(開設指針別表第二第一項第四号

㈥) 

適 申請者は、以下の計画を有することから、適

当と認められる。 

・ コンプライアンス推進委員会の設置、コンプ

ライアンス管理規程等の社内規程の策定、

相談窓口の設置等を実施。 

・ 社員等に対する研修の実施等を予定。 

混信等の防止（開設指針別表第二第二項） 

既設の無線局（予備免許を受けているも

のを含む。）若しくは電波法第五十六条第一

項に規定する指定を受けている受信設備

適 申請者は、干渉波を減衰させるフィルターの

挿入を前提に検討し、また、干渉の影響が小さ

くなるように空中線の電力分配の調整等のサ



 
 

（以下「既設の無線局等」という。）の運用又

は電波の監視を阻害する混信その他の妨害

を防止するための技術の導入について合理

的かつ具体的な計画を有していること。（開

設指針別表第二第二項第一号） 

イトエンジニアリングを実施する計画としている

ことから、適当と認められる。 

既設の無線局等の運用又は電波の監視

を阻害する混信その他の妨害を防止するた

めの対策を適切に講ずるための合理的かつ

具体的な計画を有していること。（開設指針

別表第二第二項第二号） 

適 申請者は、隣接する周波数帯を使用するシ

ステムへの混信等が発生する場合、関係事業

者との事前協議を行った上で、具体的な状況

に応じて個別に対処するとしていることから、

適当と認められる。 

電波の能率的な利用の確保（開設指針別表第二第三項） 

第四項に掲げる要件を満たすことその他

電波の能率的な利用を確保するための合理

的かつ具体的な計画を有していること。（開

設指針別表第二第三項） 

適 申請者は、送信の方式について、標準テレ

ビジョン放送等のうちデジタル放送に関する送

信の標準方式（平成15年総務省令第26号）に

規定されている方式を用いるとともに、各種の

SFN混信対策を講じることにより、全国をSFN

でカバーする計画としていることから、適当で

あると認められる。 

その他（開設指針別表第二第四項） 

別表第二第一項から第三項までのほか、

当該特定基地局を開設して受託国内放送を

行うことが、放送の普及及び健全な発達に

寄与すること。（開設指針別表第二第四項） 

適 申請者は、以下の計画を有することから、適

当と認められる。 

・ 平成18年に合同会社を設立し、事業化に向

けた取組を実施。 

・ 情報通信審議会等における技術方式等の

提案、下部委員会等に参加。 

・ 国内、海外における技術方式や携帯端末向

けマルチメディア放送の理解促進、プロモー

ション等のための展示・講演等の普及活動を

実施。また、視聴者・利用者調査を行った。 

開設計画が確実に実施される見込みがあるこ 

と（電波法第二十七条の十三第四項第二号） 

適  申請者は、特定基地局の整備、資金の調

達、体制の整備等に係る計画の合理性、具体

性等から、開設計画が確実に実施される見込

みがあると認められる。 

開設計画に係る放送系に含まれるすべての特

定基地局について、周波数の割当てが可能であ

ること（電波法第二十七条の十三第四項第三号） 

適  申請者は、開設計画に係る放送系に含まれ

るすべての特定基地局について、207.5MHz 以

上 222MHz 以下の周波数の使用を希望してお

り、適当と認められる。 
 



 
 

要件審査の結果 

 

  

 

審査項目 判定 審査概要 

開設計画が開設指針に照らし適切なものであること。（電波法第二十七条の十三第四項第一号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開設指針の対象とする特定基地局の範囲に関する事項（開設指針第一項） 

無線設備規則第四章第二節の八の二に規

定する技術基準に係る無線設備を使用して受

託国内放送を行う放送局のうち、開設指針第

二項第一号に規定する周波数を使用するもの

であること。（開設指針第一項） 

適 申請者が開設を希望している特定基地局

は、無線設備規則第四章第二節の八の二に規

定する技術基準に係る無線設備を使用して受

託国内放送を行う放送局のうち、207.5MHz以上

222MHz以下の周波数を使用するものであるこ

とから、適当と認められる。 

周波数割当計画に示される割り当てることが可能である周波数のうち当該特定基地局に使用させること

とする周波数及びその周波数の使用に関する事項（開設指針第二項） 

使用する周波数は、207.5MHz以上222MHz

以下の周波数であること。（開設指針第二項第

一号） 

適 申請者が使用を希望している周波数は、

207.5MHz以上222MHz以下であることから、適

当と認められる。 

第一号に規定する周波数の使用区域が全

国であること。（開設指針第二項第二号） 

適 申請者が希望する周波数の使用区域は、全

国であることから、適当と認められる。 

第一号に規定する周波数の使用は平成23

年７月25日以降であること。（開設指針第二項

第三号） 

適 申請者が希望する周波数の使用開始時期

は、平成23年７月25日以降であることから、適

当と認められる。 

当該特定基地局の配置及び開設時期に関する事項（開設指針第三項） 

開設計画の認定の日から３年以内に全国の

世帯カバー率が100分の50以上になるように特

定基地局を配置し、開設すること。（開設指針

第三項第一号） 

適 申請者は、開設計画の認定の日から３年と

想定していた平成25年７月末までに全国の世

帯カバー率が100分の50以上になるように特定

基地局を配置し、開設することとしていることか

ら、適当と認められる。 

開設計画の認定の日から５年以内に全国の

世帯カバー率が100分の90以上になり、かつ、

総合通信局の管轄区域ごとの世帯カバー率が

すべて100分の70以上になるように特定基地局

を配置し、開設すること。（開設指針第三項第

二号） 

適 申請者は、開設計画の認定の日から５年と

想定していた平成27年７月末までに全国の世

帯カバー率が100分の90以上になり、かつ、総

合通信局の管轄区域ごとの世帯カバー率がす

べて100分の70以上となるように特定基地局を

配置し、開設することとしていることから、適当

と認められる。 

申請者 メディアフロージャパン企画株式会社 
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開設計画の認定の日から５年以内に全国の

駅カバー率が100分の70以上になり、かつ、総

合通信局の管轄区域ごとの駅カバー率がすべ

て100分の50以上になるように特定基地局を配

置し、開設すること。（開設指針第三項第三号

㈠） 

適 申請者は、開設計画の認定の日から５年と

想定していた平成27年７月末までに全国の駅カ

バー率が100分の70以上になり、かつ、総合通

信局の管轄区域ごとの駅カバー率がすべて100

分の50以上になるように特定基地局を配置し、

開設することとしていることから、適当と認めら

れる。 

開設計画の認定の日から５年以内に全国の

道路施設カバー率が100分の50以上になるよう

に特定基地局を配置し、開設すること。（開設

指針第三項第三号㈡） 

適 申請者は、開設計画の認定の日から５年と

想定していた平成27年７月末までに全国の道

路施設カバー率が100分の50以上になるように

特定基地局を配置し、開設することとしているこ

とから、適当と認められる。 

全国において、当該特定基地局により行わ

れる放送があまねく受信できるように努めるこ

と。（開設指針第三項第四号） 

適 申請者は、平成27年度内に、総合通信局の

管轄区域（中国地方・四国地方を除く）ごとの世

帯カバー率90％以上を実現（中国地方・四国地

方についても、平成28年度以降速やかに世帯

カバー率90％以上を実現）するなどの計画を有

し、全国において、当該特定基地局により行わ

れる放送があまねく受信できるように努めること

としていることから、適当と認められる。 

当該特定基地局の無線設備に係る電波の能率的な利用を確保するための技術の導入に関する事項

（開設指針第四項） 

当該特定基地局のすべてにおいて、同一の

送信の方式により同一の放送番組を同一周波

数の電波で送信するものであること。（開設指

針第四項） 

適 申請者は、当該特定基地局のすべてにおい

て、同一の送信の方式により同一の放送番組

を同一周波数の電波で送信することとしている

ことから、適当と認められる。 

当該特定基地局の円滑な開設の推進に関する事項その他必要な事項（開設指針第五項） 

申請者が、14.5MHzの帯域幅を申請している

こと。（開設指針第五項第二号㈠） 

適  申請者が使用を希望している周波数は、

207.5MHzから222MHzまでであることから、適当

と認められる。 

申請された開設計画において、電波法第二

十七条の十三第二項及び無線局免許手続規

則第二十五条の四に定めるもののほか、開設

指針別表第一に規定する事項が記載されてい

ること。（開設指針第五項第二号㈡） 

適  申請された開設計画において、電波法第二十

七条の十三第二項及び無線局免許手続規則

第二十五条の四に定めるもののほか、開設指

針別表第一に規定する事項が記載されている

ため、適当と認められる。 

申請者が、本開設指針に係る二以上の開設

計画の認定の申請を行っていないこと。（開設

指針第五項第三号㈠） 

適 

 

 

 申請者は、本開設指針に係る二以上の開設

計画の認定の申請を行っていないことから、適

当と認められる。 



 
 

申請者が、本開設指針に係る他の開設計画

の認定の申請を行っている法人又は団体の役

員（組合その他これに準ずる事業体にあって

は、役員に相当する者を含む。）ではないこと。

（開設指針第五項第三号㈡） 

適 申請者は、本開設指針に係る他の開設計画

の認定の申請を行っている法人又は団体の役

員ではないことから、適当と認められる。 

申請者が法人又は団体である場合にあって

は、その役員が本開設指針に係る他の開設計

画の認定の申請を行っていないこと。（開設指

針第五項第三号㈢） 

適 申請者の役員は、本開設指針に係る他の開

設計画の認定の申請を行っていないことから、

適当と認められる。 

申請者が法人又は団体である場合にあって

は、申請者が議決権の３分の１以上を保有す

る者、申請者の議決権の３分の１以上を保有

する者及び申請者の議決権の３分の１以上を

保有する者が議決権の３分の１以上を保有す

る者（申請者を除く。）が、本開設指針に係る他

の開設計画の認定の申請を行っていないこと。

（開設指針第五項第三号㈣） 

適  申請者が議決権の３分の１以上を保有する

者、申請者の議決権の３分の１以上を保有する

者及び申請者の議決権の３分の１以上を保有

する者が議決権の３分の１以上を保有する者

（申請者を除く。）は、本開設指針に係る開設計

画の認定の申請を行っていないことから、適当

と認められる。 

 

開設指針別表第二に規定する開設計画の認定の要件（開設指針別表第二） 

 開設計画の適切性及び計画実施の確実性（開設指針別表第二第一項） 

本開設指針の対象とする特定基地局の整備計画に関する事項（開設指針別表第二第一項第一号） 

第三項第一号から第三号までの要件を満

たし、広範な地域において本開設指針の対

象とする特定基地局により行われる放送の

受信を可能とするための合理的かつ具体的

な当該特定基地局の整備計画を有している

こと。（開設指針別表第二第一項第一号㈠） 

適  申請者は、特定基地局を平成25年７月末まで

に264局、平成27年７月末までに677局整備し

て、第三項第一号から第三号までの要件を上

回る計画を有することから、適当と認められる。 

第三項第四号の要件を満たす旨の当該

特定基地局の整備計画を有していること。

（開設指針別表第二第一項第一号㈡） 

適 申請者は、平成27年度内に、総合通信局の

管轄区域（中国地方・四国地方を除く）ごとの世

帯カバー率90％以上を実現（中国地方・四国地

方についても、平成28年度以降速やかに世帯

カバー率90％以上を実現）するなどの計画を有

することから、適当と認められる。 

受信設備の普及に関する事項（開設指針別表第二第一項第二号） 

当該特定基地局により行われる放送を受

信することのできる受信設備を全国において

国民に普及させるための合理的かつ具体的

な計画を有していること。（開設指針別表第

二第一項第二号） 

適 申請者は、以下の計画を有することから、適

当と認められる。 

・ 既にチューナーチップセットが開発された技

術を活用することとしており、平成23年後半に

実用の受信設備の発売が開始される予定と



 
 

している。 

・ 試作受信設備の開発、コンテンツ配信実験

等の各種取組を既に実施。 

・ 携帯電話事業者から携帯電話端末の普及

について協力の意図表明の連絡を受領。 

受託放送役務の提供に関する事項（開設指針別表第二第一項第三号） 

受託放送役務の料金その他の提供条件

の設定が法令に照らし適正なものになると

見込まれることその他委託放送業務の円滑

な運営のための取組に関する合理的かつ具

体的な計画を有していること。（開設指針別

表第二第一項第三号） 

適 申請者は、以下の計画を有することから、適

当と認められる。 

・ 受託放送役務の料金の設定について、特定

の委託放送事業者に対し不当な差別的取扱

いをしている事項は見当たらない。 

・ その他の提供条件については、委託放送事

業者に対して不当な義務を課すような事項等

は特段見当たらず、法令に照らし適正なもの

になると見込まれる。 

・ 委託放送業務の円滑な利用に関する取組と

して、①立ち上がり期における受託放送料金

の額の割引の設定、②委託放送業務への参

入希望者向けの説明会の開催等を計画して

いる。 

開設計画の実施に関する能力及び体制に関する事項（開設指針別表第二第一項第四号） 

開設計画に従って円滑に当該特定基地局

を整備するための能力を有していること。 

（開設指針別表第二第一項第四号㈠) 

適 申請者は、以下の計画を有することから、適

当と認められる。 

・ 無線設備、中継回線その他の必要な電気通

信設備の確保については、予定する運用開

始時期に間に合うように設備等を調達・確保

できることを関係業者に確認済み。 

・ 特定基地局の設置場所の確保に関しては、

設置場所の確保の可能性に関して、主に管

理者へのヒアリング等に基づき、鉄塔、局舎

等の基本情報を確認した上で、利用の可否を

判断するなどしている。 

・ 有線テレビジョン放送の受信に与える障害

の防止又は解消に関する取組について、 

① ㈳日本ケーブルテレビ連盟との間で作成

する手引き書に基づいて対策を講じる。 

② 対象となる世帯数については、自主放送

を行っている許可施設を対象として、デジア



 
 

ナ変換を視聴するアナログテレビの残存台

数を予測した上で対策が必要なアナログテ

レビ台数を算出している。 

③ 障害の防止･解消に要する費用として対

策機器購入費用、周知費用等の費用を計

上している。 

・ ブースター障害等の防止又は解消に関する

取組については、ブースター障害を与えるお

それのある個別受信世帯数等を算出した上

で、障害を解消するための方法（周知広報及

び視聴者からの相談や苦情の受付等）につ

いて検討を行い、そのために必要となる費用

を計上している。 

・ 工事業者その他の業者との協力体制の確

保については、出資者である電気通信事業

者からの技術要員の出向受入等により工事

管理体制を整備し、無線局設置工事への対

応は、実績のある業者から対応可能である旨

を確認済み。 

当該特定基地局の運用による受託国内放

送を確実に開始し、かつ、継続的に運営する

ために必要な財務的基礎を有していること。

(開設指針別表第二第一項第四号㈡) 

適 申請者は、以下の計画を有することから、適

当と認められる。 

・ 平成28年度までの総工事費は961.1億円。

ベンダーからのＲＦＩ回答やヒアリング値を参

考に算定した単価等により、送信設備等の見

積もりを行っている。 

・ 資金調達については、必要な資金を満たす

資金調達を計画しており、資金調達の根拠と

なる文書が提出されている。 

・ 平成28年度に単年度黒字を達成する事業

収支計画となっている。 

電気通信設備の設置及び運用を円滑に

行うための技術的能力を有していること。(開

設指針別表第二第一項第四号㈢) 

適 申請者は、以下の実績を有することから、適

当と認められる。 

・ 技術的な検討、実験については、室内干渉

調査、VHF-High帯の電波伝搬特性測定・調

査、沖縄ユビキタス特区における実証試験等

を実施済み。 

・ 標準化活動については、協力企業の社員が

㈳電波産業会標準規格策定に参画し、平成



 
 

22年9月末に規格化完了予定。 

電気通信設備の保守及び管理体制並び

に障害時の対応体制を整備すること。(開設

指針別表第二第一項第四号㈣) 

適 申請者は、以下の計画を有することから、適

当と認められる。 

・ 東京のオペレーションセンターにおいて全国

の特定基地局の集中監視（24時間、365日）を

実施。 

・ 保守業務は、当該業務に精通した会社に委

託。 

・ 障害時の対応体制については、遠隔制御に

よる障害復旧等の一次対応の実施のほか、

必要に応じた保守委託会社への復旧要請・

重大事故対策室の設置。 

関係法令の規定に基づき無線従事者を適

切に配置すること。(開設指針別表第二第一

項第四号㈤) 

適 申請者は、以下の計画を有することから、適

当と認められる。 

・ ユビキタス特区実証試験等での実験試験局

の運用にあたり策定した無線局運用規定を見

直し、当該運用規定に基づいて無線従事者

の選解任を実施。 

・ 出資者である電気通信事業者からの有資格

者の派遣等により、開業当初から円滑な事業

立ち上げを図る。 

・ 自社での研修・教育を進め、継続的かつ安

定的な運用体制の構築を検討。 

電波法、放送法その他の関係法令を遵守

して適切な方法により業務を行う体制を整備

すること。(開設指針別表第二第一項第四号

㈥) 

適 申請者は、以下の計画を有することから、適

当と認められる。 

・ コンプライアンス関連事項を審議決定する機

関として企業倫理委員会の設置、啓発活動の

方針策定。 

・ 社員に対する教育の実施、企業倫理ヘルプ

ラインの設置等。 

混信等の防止（開設指針別表第二第二項） 

既設の無線局（予備免許を受けているも

のを含む。）若しくは電波法第五十六条第一

項に規定する指定を受けている受信設備

（以下「既設の無線局等」という。）の運用又

は電波の監視を阻害する混信その他の妨害

を防止するための技術の導入について合理

的かつ具体的な計画を有していること。（開

適 申請者は、隣接システムとの混信を防止す

るフィルターの設置やアンテナの偏波面等のサ

イトエンジニアリング等を実施することとしてい

ることから、適当と認められる。 



 
 

設指針別表第二第二項第一号） 

既設の無線局等の運用又は電波の監視

を阻害する混信その他の妨害を防止するた

めの対策を適切に講ずるための合理的かつ

具体的な計画を有していること。（開設指針

別表第二第二項第二号） 

適 申請者は、計画段階において干渉発生が懸

念される場合は事前に隣接する周波数帯を使

用する免許人と協議を実施し、当該協議合意

内容に基づき、サイトエンジアリングを適宜実

施するなどとしていることから、適当と認められ

る。 

 

電波の能率的な利用の確保（開設指針別表第二第三項） 

第四項に掲げる要件を満たすことその他

電波の能率的な利用を確保するための合理

的かつ具体的な計画を有していること。（開

設指針別表第二第三項） 

適 申請者は、送信の方式について、標準テレビ

ジョン放送等のうちデジタル放送に関する送信

の標準方式（平成15年総務省令第26号）に規

定されている方式を用いるとともに、各種の

SFN混信対策を講じることにより、全国をSFNで

カバーする計画としていることから、適当である

と認められる。 

その他（開設指針別表第二第四項） 

別表第二第一項から第三項までのほか、

当該特定基地局を開設して受託国内放送を

行うことが、放送の普及及び健全な発達に

寄与すること。（開設指針別表第二第四項） 

適 申請者は、以下の計画を有することから、適

当と認められる。 

・ 平成17年に企画会社を設立し、事業化に向

けた取組を実施。 

・ 情報通信審議会等の作業班、ＷＧ、アドホッ

クグループ等に参加。 

・ 国内、海外における技術方式や携帯端末向

けマルチメディア放送の理解促進、プロモー

ション等のための展示・講演等の普及活動を

実施。 

・ 実証実験を行い技術的検証を行うとともに、

当該実験を通じた普及活動を実施。 

開設計画が確実に実施される見込みがあるこ 

と（電波法第二十七条の十三第四項第二号） 

適  申請者は、特定基地局の整備、資金の調達、

体制の整備等に係る計画の合理性、具体性等

から、開設計画が確実に実施される見込みが

あると認められる。 

開設計画に係る放送系に含まれるすべての特

定基地局について、周波数の割当てが可能であ

ること（電波法第二十七条の十三第四項第三号） 

適  申請者は、開設計画に係る放送系に含まれ

るすべての特定基地局について、207.5MHz 以

上 222MHz 以下の周波数の使用を希望してお

り、適当と認められる。 
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5

年
 

7
月

末
 

H
2
5
 

年
度

末
 

H
2
6
 

年
度

末
 

H
2
7

年

7
月

末
 

H
2
7
 

年
度

末

2
2
.0

% 
3
5
.9

% 
－

 
6
3
.2

% 
7
0
.0

% 
7
1
.6

% 
7
1
.9

%
 

①
全

国
の

世
帯

カ
バ

ー
率

 

H
2
3
 

年
度

末

H
2
4
 

年
度

末

H
2
5

年

7
月

末

H
2
5
 

年
度

末

H
2
6
 

年
度

末

H
2
7

年

7
月

末

H
2
7
 

年
度

末
 

5
2
.4

%
6
9
.4

%
7
7
.4

%
8
5
.0

%
9
0
.1

%
9
2
.9

%
9
5
.0

%

 ②
全

国
の

駅
カ

バ
ー

率
 

H
2
3
 

年
度

末

H
2
4
 

年
度

末

H
2
5

年

7
月

末

H
2
5
 

年
度

末

H
2
6
 

年
度

末

H
2
7

年

7
月

末

H
2
7
 

年
度

末
 

5
1
.9

%
6
7
.9

%
－

 
8
0
.4

%
8
5
.7

%
8
9
.5

%
9
2
.5

%

 ③
全

国
の

道
路

施
設

カ
バ

ー
率

 

H
2
3
 

年
度

末

H
2
4
 

年
度

末

H
2
5

年

7
月

末

H
2
5
 

年
度

末

H
2
6
 

年
度

末

H
2
7

年

7
月

末

H
2
7
 

年
度

末
 

1
5
.6

%
3
7
.1

%
－

 
6
5
.1

%
7
7
.0

%
8
1
.1

%
8
6
.8

%



 
 

 
 ４

 
あ

ま
ね

く
受

信
で

き
る

よ
う

努
め

る
義

務
に

関
す

る
事

項
 

・
 

平
成

2
8

年
度

～
平

成
3
0

年
度

に
そ

れ
ぞ

れ
2
5

局
程

度
の

特
定

基
地

局
を

設

置
す

る
予

定
（
平

成
3
0

年
度

に
全

国
の

世
帯

カ
バ

ー
率

9
3
％

以
上

を
確

保
す

る

計
画

）
。

 

・
 

小
規

模
の

難
視

聴
地

区
対

策
と

し
て

ギ
ャ

ッ
プ

フ
ィ

ラ
ー

に
よ

る
対

策
も

あ
わ

せ

て
実

施
予

定
。

 

 ４
 

あ
ま

ね
く
受

信
で

き
る

よ
う

努
め

る
義

務
に

関
す

る
事

項
 

・
 

平
成

2
7

年
度

内
に

、
総

合
通

信
局

等
の

管
轄

区
域

（
中

国
地

方
・
四

国
地

方
を

除
く
）
ご

と
の

世
帯

カ
バ

ー
率

9
0
％

以
上

を
実

現
（
中

国
地

方
・
四

国
地

方
に

つ
い

て
も

、
平

成
2
8

年
度

以
降

速
や

か
に

世
帯

カ
バ

ー
率

9
0
％

以
上

を
実

現
）
。

 

・
 

平
成

2
7

年
度

末
に

全
国

9
0
%
以

上
の

世
帯

に
お

い
て

、
屋

内
受

信
を

可
能

と
す

る
（
屋

内
受

信
を

想
定

し
、

壁
の

通
過

損
失

等
を

考
慮

し
た

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

モ

デ
ル

の
補

正
を

実
施

（
大

都
市

部
：
7
1
.7

dB
、

そ
の

他
の

地
域

6
6
.7

 d
B

）
）
。

 

・
 

沖
縄

ユ
ビ

キ
タ

ス
特

区
等

に
お

け
る

電
波

測
定

に
基

づ
き

、
確

か
ら

し
さ

を
検

証

し
た

伝
搬

モ
デ

ル
を

策
定

。
 

・
 

複
数

の
送

信
波

に
よ

る
S
F
N

の
電

波
重

畳
効

果
（
S
F
N

ゲ
イ

ン
）
に

よ
り

、
屋

内

受
信

の
品

質
向

上
を

見
込

む
。

 

・
 

中
小

規
模

の
特

定
基

地
局

の
多

方
面

か
ら

の
電

波
送

信
に

よ
り

、
ビ

ル
陰

不

感
に

対
す

る
改

善
効

果
を

見
込

む
。

 

・
 

ビ
ル

陰
等

の
影

響
に

よ
る

不
感

地
域

へ
の

対
策

と
し

て
、

ギ
ャ

ッ
プ

フ
ィ

ラ
ー

に

関
す

る
検

討
を

実
施

（
沖

縄
ユ

ビ
キ

タ
ス

特
区

実
証

試
験

に
お

け
る

ギ
ャ

ッ
プ

フ
ィ

ラ
ー

利
用

実
験

、
小

型
ギ

ャ
ッ

プ
フ

ィ
ラ

ー
の

開
発

検
討

）
。

 

・
 

屋
内

不
感

世
帯

へ
の

個
別

対
策

の
た

め
の

簡
易

ア
ン

テ
ナ

、
地

下
街

向
け

再

送
信

シ
ス

テ
ム

等
を

紹
介

。
 

・
 

受
信

性
能

向
上

に
向

け
た

技
術

開
発

に
つ

い
て

、
今

後
、

メ
ー

カ
ー

に
働

き
か

け
る

予
定

。
 

 

 ・
 

ま
た

、
Ｂ

社
は

、
平

成
2
7

年
８

月
か

ら
平

成
2
7

年
度

末
ま

で
に

1
8
8

局
の

特
定

基
地

局
を

追
加

的
に

設
置

す
る

こ
と

と
し

て
お

り
、

平
成

2
7

年
度

末
時

点
に

お
い

て
は

、
Ｂ

社
が

世
帯

カ
バ

ー
率

に
つ

い
て

3
.1

ポ
イ

ン
ト

、
駅

カ
バ

ー
率

に
つ

い
て

4
.3

ポ
イ

ン
ト

、
道

路
施

設
カ

バ
ー

率
に

つ
い

て

1
4
.9

ポ
イ

ン
ト

上
回

っ
て

い
る

。
 

 ・
 

平
成

2
8

年
度

以
降

に
つ

い
て

、
Ａ

社
は

、
平

成

2
8
～

3
0

年
度

の
各

年
度

に
お

い
て

、
そ

れ
ぞ

れ

2
5

局
程

度
特

定
基

地
局

を
追

加
的

に
設

置
し

、

平
成

3
0

年
度

末
時

点
に

お
い

て
世

帯
カ

バ
ー

率
9
3
%
を

達
成

す
る

計
画

と
し

て
い

る
。

 

 ・
 

Ｂ
社

は
、

平
成

2
8

年
度

以
降

速
や

か
に

中
国

地
方

・
四

国
地

方
に

つ
い

て
も

世
帯

カ
バ

ー
率

9
0
％

以
上

を
実

現
す

る
と

し
て

い
る

。
ま

た
、

沖

縄
ユ

ビ
キ

タ
ス

特
区

等
に

お
け

る
電

波
測

定
に

基
づ

き
、

確
か

ら
し

さ
を

検
証

し
た

伝
搬

モ
デ

ル

を
策

定
し

て
い

る
。

 

 （
屋

内
受

信
環

境
）
 

・
 

Ａ
社

の
開

設
計

画
に

お
い

て
は

、
屋

内
受

信
環

境
に

関
す

る
記

載
は

な
か

っ
た

。
 

 ・
 

Ｂ
社

は
、

平
成

2
7

年
度

末
時

点
で

全
国

9
0
%

の
世

帯
で

の
屋

内
受

信
を

可
能

と
す

る
と

し
て

お

り
、

屋
内

受
信

を
想

定
し

た
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
モ

デ
ル

の
補

正
を

実
施

し
て

い
る

。
 

 ・
 

こ
れ

に
加

え
、

Ｂ
社

は
S
F
N

ゲ
イ

ン
に

よ
る

屋

内
受

信
の

品
質

向
上

の
効

果
に

つ
い

て
の

考
察

を
行

っ
て

い
る

。
 

 ・
 

な
お

、
屋

内
受

信
環

境
に

つ
い

て
は

、
「
携

帯

端
末

向
け

マ
ル

チ
メ

デ
ィ

ア
放

送
の

技
術

的
条

件
（
平

成
2
1

年
1
0

月
1
6

日
情

報
通

信
審

議
会

答
申

）
」
に

お
い

て
、

建
造

物
の

遮
蔽

程
度

や
電

波
到

来
方

向
な

ど
の

条
件

に
大

き
く

依
存

す
る

等
の

不
確

定
要

素
が

多
い

と
さ

れ
て

い
る

。
 

  



 
 

（
ビ

ル
陰

等
難

視
聴

地
域

へ
の

対
策

）
 

・
 

Ａ
社

は
、

都
市

部
を

大
規

模
局

に
よ

っ
て

カ
バ

ー
し

つ
つ

、
中

小
規

模
局

を
組

み
合

わ
せ

て
エ

リ

ア
を

確
保

す
る

こ
と

に
加

え
て

、
小

規
模

の
難

視

聴
地

区
対

策
と

し
て

、
ギ

ャ
ッ

プ
フ

ィ
ラ

ー
対

策
を

実
施

し
て

い
く
予

定
と

し
て

い
る

。
 

 ・
 

Ｂ
社

は
、

中
小

規
模

の
特

定
基

地
局

の
多

方

面
か

ら
の

電
波

送
信

に
よ

り
、

ビ
ル

陰
不

感
に

対
す

る
改

善
効

果
を

見
込

ん
で

い
る

が
、

そ
れ

で
も

な
お

発
生

す
る

可
能

性
の

あ
る

不
感

地
帯

へ
の

対
策

と
し

て
、

ギ
ャ

ッ
プ

フ
ィ

ラ
ー

に
関

す
る

検
討

を
実

施
し

て
い

る
。

 

 （
追

加
情

報
）
 

・
 

Ａ
社

か
ら

追
加

的
に

提
出

さ
れ

た
、

都
市

減
衰

を
考

慮
し

な
か

っ
た

場
合

の
各

カ
バ

ー
率

に
基

づ
き

比
較

を
行

っ
た

と
こ

ろ
、

世
帯

カ
バ

ー
率

及

び
駅

カ
バ

ー
率

に
つ

い
て

は
平

成
2
7

年
７

月
ま

で
、

道
路

施
設

カ
バ

ー
率

に
つ

い
て

は
平

成
2
5

年
度

末
ま

で
、

Ａ
社

が
Ｂ

社
を

上
回

る
こ

と
と

な
っ

た
（
平

成
27

年
度

末
時

点
に

お
い

て
は

、
Ｂ

社

の
方

が
上

回
る

こ
と

に
変

わ
り

は
な

か
っ

た
）
。

 

 ・
 

ま
た

、
屋

内
受

信
環

境
に

つ
い

て
、

平
成

2
7

年
７

月
時

点
に

お
い

て
屋

内
受

信
が

可
能

と
な

る
世

帯
数

と
全

世
帯

数
に

占
め

る
そ

の
割

合
に

つ
い

て
両

者
か

ら
追

加
的

に
提

出
さ

れ
た

シ
ミ

ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
結

果
に

よ
れ

ば
、

各
社

が
屋

内
受

信

も
可

能
と

し
た

全
国

に
お

け
る

世
帯

の
割

合
は

、

Ａ
社

が
8
7
%
、

Ｂ
社

が
8
8
.4

%
で

あ
っ

た
。

 

 【
評
価
】
 

・
 
本
項

目
の
基

本
的
な

評
価

指
標
と

し
て

設
定

し
た
世
帯

カ
バ

ー
率
、
駅
カ

バ
ー
率

及
び

道
路

施
設
カ
バ

ー
率

の
達
成

水
準

に
つ
い

て
は
、
Ａ

社
は

、
道
路
施

設
カ
バ

ー
率

及
び
開

設
計

画
の

認
定

の
有

効
期

間
終

了
時

点
以

降
の

各
カ

バ

ー
率
に
つ

い
て

Ｂ
社
を

下
回

る
も
の

の
、
最
大

1
0
d
B

の
都

市
減

衰
を

考
慮

し
て

厳
し

い
算

出

方
法
を
用

い
て

い
る
に

も
か

か
わ
ら

ず
、
事
業



 
 

の
開

始
当

初
に

お
い

て
す

べ
て

の
カ

バ
ー

率

に
つ
い
て

Ｂ
社

を
上
回

る
と

と
も
に
、
そ

の
後

も
、
開
設
計
画

の
認
定

の
有

効
期
間

の
後

半
に

至
る
ま
で
、
世

帯
カ
バ

ー
率

及
び
駅

カ
バ

ー
率

の
２
つ
の

指
標

に
つ
い

て
、
基

本
的
に
Ｂ

社
を

上
回
っ
て

い
る

。
こ
の

た
め

、
両
者

に
大
き
な

差
が

あ
る

と
ま

で
は

認
め

ら
れ

な
い

も
の

の
、

「
よ

り
広

範
な

地
域

に
お

い
て

よ
り

早
期

に

受
信
を
可

能
と

す
る
」
と
い

う
基
準

に
照

ら
せ

ば
、
Ａ
社

に
や

や
優
位

性
が

認
め
ら

れ
る

。
 

 ・
 

屋
内

受
信

環
境

に
つ

い
て

は
、

不
確

定
要

素
が
多
い

た
め
、
実
際
の

受
信
環
境

に
つ

い
て

両
者

の
優

劣
を

判
断

す
る

こ
と

は
困

難
な

も

の
の

、
Ｂ
社
が

計
画
の

中
で

こ
の
点

に
つ

い
て

考
察

を
行

っ
て

い
る

と
い

う
点

は
評

価
で

き

る
。

 

 ・
 
以
上
を

総
合

し
、
よ
り

早
期
に
エ

リ
ア

カ
バ

ー
を

実
現

す
る

と
い

う
点

に
お

い
て

Ａ
社

に

や
や
優
位

性
が

認
め
ら

れ
る

も
の
の
、
両

者
に

差
は
な
い

と
評

価
し
た

。
 

 

２
 

受
信

設
備

の
普

及
に

関
す

る

事
項

 

当
該

特
定

基
地

局
に

よ
り

行
わ

れ
る

放
送

を
受

信
す

る

こ
と

の
で

き
る

受
信

設
備

を
全

国
に

お
い

て
国

民
に

普
及

さ

せ
る

た
め

の
計

画
の

内
容

が

よ
り

充
実

し
て

い
る

こ
と

。
 

１
 

国
内

に
お

け
る

受
信

設
備

の
開

発
・
販

売
見

込
み

 

・
 

民
間

標
準

化
団

体
（
㈳

電
波

産
業

会
）
に

お
い

て
、

平
成

2
2

年
秋

に
は

標
準

規

格
が

策
定

さ
れ

、
平

成
2
2

年
度

内
に

運
用

規
定

の
最

終
版

を
上

程
予

定
。

 

・
 

こ
れ

ら
と

並
行

し
て

、
受

信
設

備
の

企
画

・
検

討
、

開
発

を
進

め
、

平
成

2
3

年
中

に
は

初
号

機
が

発
売

で
き

る
予

定
。

 

・
 

既
存

技
術

を
活

用
す

る
こ

と
に

よ
り

、
受

信
設

備
の

開
発

期
間

を
短

縮
。

 

 

１
 

国
内

に
お

け
る

受
信

設
備

の
開

発
・
販

売
見

込
み

 

・
 

民
間

標
準

化
団

体
（
㈳

電
波

産
業

会
）
に

お
い

て
、

平
成

2
2

年
秋

に
は

標
準

規

格
が

策
定

さ
れ

、
平

成
2
2

年
度

内
に

運
用

規
定

が
策

定
さ

れ
る

予
定

。
 

・
 

こ
れ

ら
と

並
行

し
て

受
信

設
備

の
仕

様
検

討
、

設
計

、
開

発
を

進
め

、
平

成
2
3

年
の

第
４

四
半

期
に

は
受

信
設

備
が

発
売

で
き

る
予

定
。

 

・
 

対
応

チ
ュ

ー
ナ

ー
チ

ッ
プ

セ
ッ

ト
は

、
出

資
者

で
あ

る
半

導
体

メ
ー

カ
ー

の

Q
u
al

c
o
m

m
 I
nc

.及
び

複
数

の
メ

ー
カ

ー
（
N

e
w

po
rt

 M
e
di

a
社

ほ
か

）
に

お
い

て
提

供
済

み
。

 

 

・
 

Ａ
社

は
既

存
技

術
を

活
用

す
る

こ
と

に
よ

り
受

信
設

備
の

開
発

期
間

を
短

縮
し

、
Ｂ

社
は

既
に

チ
ュ

ー
ナ

ー
チ

ッ
プ

セ
ッ

ト
が

開
発

さ
れ

た
技

術

を
活

用
す

る
こ

と
と

し
て

い
る

。
実

際
の

受
信

設

備
の

開
発

・
見

込
み

時
期

に
つ

い
て

は
、

両
者

と

も
民

間
標

準
化

団
体

に
お

け
る

標
準

規
格

や
運

用
規

定
の

策
定

と
並

行
し

て
受

信
設

備
の

企
画

検
討

、
設

計
、

開
発

を
進

め
、

平
成

2
3

年
後

半

に
実

用
の

受
信

設
備

の
発

売
が

開
始

さ
れ

る
予

定
と

し
て

お
り

、
両

者
と

も
事

業
開

始
に

は
間

に

合
う

と
し

て
い

る
。

 

 ・
 

両
者

と
も

、
試

作
受

信
設

備
の

開
発

、
コ

ン
テ

ン
ツ

配
信

実
験

、
メ

ー
カ

ー
向

け
説

明
会

の
開

催
、

利
用

者
調

査
等

の
各

種
取

組
を

既
に

実

施
。

 

 ・
 

受
信

設
備

の
普

及
に

関
す

る
今

後
の

計
画

と

２
 

受
信

設
備

の
普

及
に

関
す

る
取

組
の

実
績

 

・
 

試
作

受
信

機
の

開
発

（
携

帯
電

話
４

機
種

、
P

C
型

）
 

・
 

各
種

試
作

受
信

機
（
携

帯
電

話
、

P
C

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

機
）
向

け
各

種
コ

ン
テ

ン
ツ

配
信

実
験

の
実

施
 

・
 

受
信

機
見

学
会

の
開

催
（
3
5

社
参

加
）
 

・
 

マ
ル

チ
メ

デ
ィ

ア
放

送
サ

ー
ビ

ス
の

受
容

性
等

に
つ

い
て

、
市

場
・
利

用
者

調
査

を
実

施
（
平

成
2
0
～

2
1

年
度

に
わ

た
り

４
回

）
 

・
 

利
用

者
の

操
作

性
・
利

便
性

に
関

す
る

調
査

（
日

米
欧

の
1
0
0

近
い

動
画

サ
ー

ビ
ス

の
調

査
）
 

等
 

２
 

受
信

設
備

の
普

及
に

関
す

る
取

組
の

実
績

 

・
 

試
作

受
信

機
の

開
発

（
携

帯
電

話
１

機
種

、
W

i-
F
i転

送
型

、
U

S
B

接
続

型
）
 

・
 

各
種

試
作

機
受

信
機

向
け

、
各

種
専

用
受

信
機

（
車

載
型

、
電

子
書

籍
端

末
）

向
け

各
種

コ
ン

テ
ン

ツ
配

信
試

験
の

実
施

 

・
 

車
載

型
受

信
機

の
受

信
特

性
把

握
の

た
め

の
走

行
受

信
試

験
の

実
施

 

・
 

受
信

機
開

発
メ

ー
カ

ー
向

け
説

明
会

の
開

催
（
1
7

社
39

名
参

加
）
 

・
 

サ
ー

ビ
ス

体
験

者
に

対
す

る
利

用
意

向
調

査
の

実
施

（
グ

ル
ー

プ
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
（
2
0

名
）
、

C
L
T

調
査

等
（
5
1
5

名
）
）
 

等
 

 



 
 

 
し

て
、

Ａ
社

は
、

５
年

間
に

わ
た

る
具

体
的

な
数

値
に

よ
る

携
帯

電
話

端
末

へ
の

受
信

機
能

の
搭

載
及

び
こ

れ
に

基
づ

く
普

及
計

画
に

つ
い

て
、

携

帯
電

話
事

業
者

２
社

か
ら

既
に

経
営

レ
ベ

ル
で

の
協

力
了

解
を

取
り

付
け

て
い

る
。

他
方

、
Ｂ

社

は
、

す
べ

て
の

携
帯

電
話

事
業

者
の

携
帯

電
話

端
末

に
受

信
機

能
が

搭
載

さ
れ

る
と

い
う

前
提

の
下

で
普

及
予

測
を

行
っ

て
お

り
、

出
資

者
で

あ

る
携

帯
電

話
事

業
者

か
ら

協
力

の
意

図
表

明
の

連
絡

を
受

け
て

い
る

。
 

 ・
 

Ａ
社

は
メ

ー
カ

ー
と

受
信

設
備

の
開

発
に

向
け

た
取

組
を

開
始

す
る

と
と

も
に

、
各

種
の

プ
ロ

モ

ー
シ

ョ
ン

を
計

画
し

て
い

る
。

Ｂ
社

は
メ

ー
カ

ー
複

数
社

と
受

信
設

備
の

開
発

・
販

売
の

可
能

性
の

検
討

に
つ

い
て

の
覚

書
を

締
結

済
み

で
あ

る
と

と
も

に
チ

ュ
ー

ナ
ー

チ
ッ

プ
セ

ッ
ト

の
更

な
る

開
発

や
メ

ー
カ

ー
に

対
す

る
技

術
協

力
等

を
進

め
て

い
く
こ

と
と

し
て

い
る

。
 

 ・
 

そ
の

他
、

Ｂ
社

は
、

採
用

す
る

技
術

方
式

の
特

徴
（
チ

ュ
ー

ナ
ー

チ
ッ

プ
セ

ッ
ト

に
お

け
る

低
い

消

費
電

力
等

）
や

海
外

で
の

実
用

化
状

況
等

に
つ

い
て

説
明

し
て

い
る

。
 

 【
評
価
】
 

・
 

Ａ
社
は

携
帯

端
末
向

け
マ

ル
チ
メ

デ
ィ

ア
放

送
に

お
い

て
主

た
る

受
信

設
備

と
な

る
こ

と

が
想

定
さ

れ
る

携
帯

電
話

端
末

の
普

及
に

つ

い
て

、
携
帯

電
話

事
業
者

２
社

か
ら
具

体
的
な

数
値

に
よ

る
携

帯
電

話
端

末
へ

の
受

信
機

能

の
搭

載
及

び
こ

れ
に

基
づ

く
普

及
計

画
に

つ

い
て

経
営

レ
ベ

ル
で

の
協

力
了

解
を

取
り

付

け
て
お
り
、
受
信

端
末
の

普
及

の
確
実

性
と
い

う
点
で
評

価
で

き
る
。

 

 

・
 
Ｂ

社
は

、
そ

の
採
用

す
る

技
術
方

式
が

米
国

で
既
に
実

用
化

さ
れ
て

い
る

こ
と

、
ま
た

、
メ

ー
カ

ー
複

数
社

か
ら

国
内

外
に

お
け

る
受

信

３
 

受
信

設
備

の
普

及
に

関
す

る
今

後
の

計
画

 

（
携

帯
電

話
事

業
者

）
 

・
 

出
資

者
で

あ
る

携
帯

電
話

事
業

者
及

び
他

の
携

帯
電

話
事

業
者

の
合

計
２

社

か
ら

、
携

帯
電

話
端

末
の

普
及

に
つ

い
て

「
端

末
へ

の
受

信
機

能
搭

載
率

を
平

成

2
4

年
度

約
1
0
%
か

ら
平

成
2
8

年
度

約
8
0
%
ま

で
引

き
上

げ
、

平
成

2
8

年
度

時
点

で
約

5
,0

0
0

万
台

普
及

す
る

」
旨

の
計

画
に

つ
い

て
、

経
営

レ
ベ

ル
で

の
協

力
了

解

を
取

付
け

済
み

。
 

・
 

す
べ

て
の

携
帯

電
話

事
業

者
の

賛
同

が
得

ら
れ

れ
ば

、
更

な
る

普
及

を
見

込

む
。

 

 （
メ

ー
カ

ー
）
 

・
 

申
請

者
へ

の
出

資
を

予
定

し
て

い
る

企
業

２
社

を
始

め
と

し
た

メ
ー

カ
ー

と
受

信

設
備

の
開

発
に

向
け

た
取

組
を

開
始

。
 

  （
そ

の
他

）
 

・
 

展
示

会
や

イ
ベ

ン
ト

等
に

お
け

る
プ

ロ
モ

ー
シ

ョ
ン

 

・
 

広
告

出
稿

、
携

帯
電

話
シ

ョ
ッ

プ
、

携
帯

メ
ー

ル
・
W

e
b

等
に

よ
る

プ
ロ

モ
ー

シ
ョ

ン
 

・
 

出
資

者
で

あ
る

既
存

放
送

メ
デ

ィ
ア

（
地

上
・
衛

星
）
と

連
携

し
た

強
力

な
プ

ロ
モ

ー
シ

ョ
ン

 

・
 

雑
誌

、
紙

媒
体

等
に

よ
る

プ
ロ

モ
ー

シ
ョ

ン
 

 

３
 

受
信

設
備

の
普

及
に

関
す

る
今

後
の

計
画

 

（
携

帯
電

話
事

業
者

）
 

・
 

出
資

者
で

あ
る

携
帯

電
話

事
業

者
か

ら
、

携
帯

電
話

端
末

の
販

売
に

つ
い

て

「
販

売
開

始
時

に
１

機
種

以
上

、
そ

れ
以

降
は

普
及

に
向

け
て

最
大

限
の

努
力

を

行
う

」
旨

の
意

図
表

明
の

連
絡

を
受

領
。

 

・
 

他
の

携
帯

電
話

事
業

者
と

は
、

認
定

後
に

積
極

的
に

協
議

。
 

    （
メ

ー
カ

ー
）
 

・
 

携
帯

電
話

開
発

メ
ー

カ
ー

７
社

、
車

載
型

受
信

機
開

発
メ

ー
カ

ー
３

社
、

Ｐ
Ｃ

機

器
メ

ー
カ

ー
５

社
と

の
間

で
、

受
信

設
備

の
開

発
・
販

売
の

可
能

性
の

検
討

に
つ

い
て

の
覚

書
を

締
結

済
み

。
 

 （
そ

の
他

）
 

・
 

チ
ュ

ー
ナ

ー
チ

ッ
プ

セ
ッ

ト
の

更
な

る
開

発
 

・
 
Q

u
al

c
o
m

m
 
In

c
.が

、
「
基

本
契

約
を

締
結

し
た

場
合

に
、

特
許

使
用

料
を

無
償

と

す
る

」
方

針
に

従
い

、
国

内
メ

ー
カ

ー
に

開
発

を
提

案
 

・
 Q

u
al

c
o
m

m
 I

n
c
.が

、
ス

マ
ー

ト
フ

ォ
ン

向
け

O
S
（
A

n
dr

o
id

等
）
へ

の
M

e
di

aF
L
O

対
応

検
討

に
着

手
。

ま
た

、
ス

マ
ー

ト
フ

ォ
ン

開
発

メ
ー

カ
ー

へ
の

開
発

支
援

体
制

を
整

備
 

 

４
 

普
及

予
測

（
平

成
2
8

年
度

末
累

計
）
 

・
 

携
帯

電
話

端
末

：
約

5
,0

0
0

万
台

（
再

掲
）
 

・
 

そ
の

他
の

受
信

設
備

：
約

1
,5

0
0

万
台

 

４
 

普
及

予
測

（
平

成
2
8

年
度

末
累

計
）
 

・
 

携
帯

電
話

端
末

：
5
,2

8
8

万
台

 

・
 

そ
の

他
の

受
信

設
備

：
3
8
6

万
台

 

 ５
 

そ
の

他
 

・
 

消
費

電
力

削
減

手
法

の
提

案
（
R

F
信

号
を

受
信

す
る

チ
ュ

ー
ナ

ー
部

と
O

F
D

M

復
調

部
の

ワ
ン

チ
ッ

プ
化

、
連

結
送

信
の

必
要

な
部

分
の

み
の

受
信

等
）
に

よ

り
、

現
在

開
発

中
の

IS
D

B
-
T
m

m
モ

ジ
ュ

ー
ル

の
消

費
電

力
を

平
成

2
4

年
春

ま

で
に

約
半

分
ま

で
低

減
し

、
平

成
2
4

年
ま

で
に

ワ
ン

セ
グ

と
ほ

ぼ
同

等
の

消
費

電

力
を

目
指

す
。

 

 

 ５
 

そ
の

他
 

・
 

米
国

電
気

通
信

工
業

会
（
T
IA

）
に

お
い

て
、

仕
様

が
標

準
化

済
み

。
 

・
 

機
能

ブ
ロ

ッ
ク

毎
に

開
発

可
能

と
す

る
た

め
の

イ
ン

タ
ー

フ
ェ

ー
ス

実
装

仕
様

（
A

P
I）

を
規

定
。

 

・
 

携
帯

電
話

の
試

作
機

に
お

い
て

、
ワ

ン
セ

グ
回

路
と

同
規

模
の

実
装

面
積

で
、

ワ
ン

セ
グ

＋
M

e
di

aF
L
O

の
機

能
を

実
現

。
 

・
 
チ

ュ
ー

ナ
ー

チ
ッ

プ
セ

ッ
ト

に
お

け
る

間
欠

受
信

に
よ

り
、

低
い

消
費

電
力

を
実

現
、

実
証

済
み

。
 

・
 

米
国

で
2
0
0
7

年
３

月
か

ら
V

e
ri
zo

n
 
W

ir
el

e
ss

、
20

0
8

年
５

月
か

ら
A

T
&
T
 

W
ir
e
le

ss
が

M
e
d
ia

F
L
O

受
信

対
応

携
帯

電
話

向
け

サ
ー

ビ
ス

を
開

始
。

そ
の

他

の
諸

外
国

に
お

い
て

も
、

事
業

者
と

の
協

議
や

マ
ー

ケ
テ

ィ
ン

グ
ト

ラ
イ

ア
ル

を
実



 
 

施
中

。
 

・
 

国
内

携
帯

電
話

メ
ー

カ
ー

４
社

が
、

制
度

整
備

案
に

対
す

る
意

見
募

集
に

対
し

て
、

グ
ロ

ー
バ

ル
技

術
方

式
採

用
を

希
望

す
る

意
見

を
提

出
し

た
こ

と
を

紹
介

。
 

 

設
備
の
開

発
・
販

売
の
可

能
性

の
検
討

に
関
す

る
覚
書
を

締
結

し
て
い

る
こ

と
か
ら
、
今
後
の

普
及

の
可

能
性

が
期

待
で

き
る

と
い

う
点

で

評
価
で
き

る
。
 

 ・
 
そ

の
他
の

事
項
に

つ
い

て
、
両
者
に

大
き
な

差
は
な
い

。
 

 
 

・
 
以

上
を
総

合
し

、
両
者

に
差
は

な
い

と
評
価

し
た
。
 

 

３
 

受
託

放
送

役
務

の
提

供
に

関
す

る
事

項
 

委
託

放
送

業
務

の
円

滑
な

運
営

の
た

め
の

取
組

に
関

す

る
計

画
の

内
容

が
よ

り
充

実
し

て
い

る
こ

と
。

 

１
 

受
託

放
送

役
務

の
料

金
 

・
 

１
セ

グ
メ

ン
ト

当
た

り
料

金
（
基

本
料

金
、

基
準

伝
送

容
量

料
金

及
び

電
波

利
用

料
相

当
額

の
合

計
額

）
 

→
１

セ
グ

メ
ン

ト
形

式
伝

送
サ

ー
ビ

ス
の

場
合

は
年

間
4
.5

億
円

（
1
0
.4

億
円

）
 

→
1
3
セ

グ
メ

ン
ト

形
式

伝
送

サ
ー

ビ
ス

の
場

合
は

年
間

4
.9

億
円

（
1
1
.6

億
円

）
 

※
カ

ッ
コ

内
は

１
M

H
z相

当
（
１

M
H

z=
約

2
.3

2
セ

グ
）
に

換
算

し
た

料
金

。
 

※
契

約
期

間
は

５
年

間
。

 

 

１
 

受
託

放
送

役
務

の
料

金
 

・
 

１
M

H
z

当
た

り
料

金
：
 

→
占

有
周

波
数

帯
幅

が
1
3
.0

M
H

z
の

場
合

は
 

標
準

期
間

委
託

契
約

（
５

年
）
で

年
間

2
9
.2

億
円

、
 

長
期

期
間

委
託

契
約

（
1
0

年
）
で

年
間

2
1
.2

億
円

 

→
占

有
周

波
数

帯
幅

が
1
3
.9

M
H

z
の

場
合

は
 

標
準

期
間

委
託

契
約

（
５

年
）
で

年
間

2
7
.3

億
円

、
 

長
期

期
間

委
託

契
約

（
1
0

年
）
で

年
間

1
9
.9

億
円

 

 

・
 

契
約

の
締

結
及

び
解

除
並

び
に

受
託

放
送

役

務
の

提
供

の
停

止
に

関
す

る
事

項
、

受
託

放
送

事
業

者
及

び
委

託
放

送
事

業
者

の
責

任
に

関

す
る

事
項

等
に

つ
い

て
は

、
両

者
と

も
、

委
託

放

送
事

業
者

に
対

し
て

不
当

な
義

務
を

課
す

よ
う

な
事

項
等

は
特

段
見

当
た

ら
な

い
。

 

 ・
 

両
者

と
も

、
こ

れ
ま

で
に

、
委

託
放

送
業

務
へ

の
参

入
希

望
者

向
け

の
説

明
会

の
開

催
、

受
信

機
見

学
会

等
の

各
種

取
組

を
既

に
実

施
。

ま

た
、

今
後

の
計

画
と

し
て

、
Ａ

社
は

会
員

制
の

協

議
会

を
設

立
し

、
事

務
局

的
役

割
を

担
う

予
定

と

し
て

い
る

一
方

、
Ｂ

社
は

引
き

続
き

委
託

放
送

業

務
へ

の
参

入
希

望
者

向
け

の
説

明
会

の
開

催

や
実

証
実

験
の

体
験

等
を

計
画

。
 

 ・
 

受
託

放
送

役
務

の
料

金
の

設
定

に
つ

い
て

、

両
者

と
も

、
可

能
な

限
り

料
金

を
低

く
抑

え
る

こ
と

が
委

託
放

送
業

務
の

円
滑

な
運

営
に

資
す

る
と

の
考

え
方

に
基

づ
き

、
各

種
の

割
引

料
金

を
設

定
。

両
者

と
も

事
業

の
立

上
が

り
期

に
お

け
る

大

幅
な

割
引

率
を

設
定

す
る

ほ
か

、
Ａ

社
は

セ
グ

メ

ン
ト

形
式

に
よ

る
割

引
料

金
を

設
定

し
、

Ｂ
社

は

低
い

料
金

水
準

に
よ

る
長

期
期

間
契

約
を

設

定
。

 

 ・
 

基
本

的
な

料
金

水
準

と
し

て
、

Ａ
社

は
1
M

H
z

当
た

り
年

間
約

1
1
.6

億
円

の
料

金
を

設
定

し
て

・
 

初
期

割
引

（
※

）
有

り
。

 

（
※

）
初

期
割

引
（
基

準
伝

送
容

量
料

金
に

つ
い

て
下

記
の

割
引

率
を

適
用

）
 

 
 

H
2
4
年

度
：
7
0
%
  

H
2
5
年

度
：
5
0
%
 

 
H

2
6
年

度
：
3
0
% 

 
 

H
2
7
年

度
：
5
%
 
  

H
2
8
年

度
：
2
.5

% 

・
 

1
セ

グ
メ

ン
ト

形
式

伝
送

サ
ー

ビ
ス

に
つ

い
て

は
、

上
記

の
割

引
率

に
加

え
、

さ
ら

に
基

準
伝

送
容

量
料

金
の

1
0
%
の

割
引

率
を

上
乗

せ
。

 

  

・
 

初
期

割
引

（
※

）
有

り
。

 

 
（
※

）
初

期
割

引
（
下

記
の

料
金

割
引

率
を

適
用

）
 

 
 

H
2
4
年

度
：
8
8
%
  

 
 
H

25
年

度
：
7
0
%
 

 
H

2
6
年

度
：
4
5%

 

 
 

H
2
7
年

度
：
2
3
%
  

 
（
H

2
8
年

度
は

な
し

）
 

 

・
具

体
的

な
料

額
（
１

セ
グ

メ
ン

ト
当

た
り

、
割

引
込

み
）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

（
単

位
：
億

円
） 

 
H

2
4
年

度
 

H
2
5
年

度
 

H
2
6
年

度
 

H
2
7
年

度
H

2
8
年

度

1
セ

グ
契

約
 

1
.4

 

(3
.0

) 

2
.3

 

(5
.1

) 

3
.2

 

(7
.2

) 

4
.3

(9
.8

)

4
.4

(1
0

 
1
)

1
3
セ

グ
契

約
 

1
.7

 

(4
.3

) 

2
.6

 

(6
.4

) 

3
.5

 

(  
.5

) 

4
.7

(1
1
.1

)

4
.8

(1
1
.4

)

※
カ

ッ
コ

内
は

1
M

H
z相

当
（
1
M

H
z=

約
2
.3

2
セ

グ
）
に

換
算

し
た

料
金

。
 

  

・
具

体
的

な
料

額
（
1
M

H
z当

た
り

、
割

引
込

み
）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
（
単

位
：
億

円
） 

 
H

2
4
年

度
H

2
5
年

度
H

2
6
年

度
H

2
7
年

度
H

2
8
年

度
 

標
準

期
間

 

委
託

契
約

 

（
5
年

） 

3
.5

8
.8

1
6
.1

2
2
.5

2
9
.2

 

3
.3

8
.2

1
5
.0

2
1
.0

2
7
.3

 

長
期

期
間

 

委
託

契
約

 

（
1
0
年

） 

2
 
5

6
.4

1
1
.7

1
6
.3

2
1
.2

 

2
.4

6
.0

1
1
.0

 
5
.3

1
9
.9

 

※
上

段
は

占
有

周
波

数
帯

幅
が

1
3
.0

M
H

z
の

場
合

、
下

段
は

1
3
.9

M
H

z
の

場
合

。
 

 

２
 

契
約

の
締

結
及

び
解

除
並

び
に

受
託

放
送

役
務

の
提

供
の

停
止

に
関

す
る

事
項

 

２
 

契
約

の
締

結
及

び
解

除
並

び
に

受
託

放
送

役
務

の
提

供
の

停
止

に
関

す
る

事
項

 



 
 

【
契

約
の

締
結

に
つ

い
て

】
 

・
 

委
託

申
込

み
／

承
諾

（
委

託
契

約
締

結
）
の

方
法

等
を

記
載

。
 

・
 

保
証

金
（
基

準
伝

送
容

量
料

金
の

３
ヶ

月
分

相
当

額
）
有

り
。

 

 

【
契

約
の

締
結

に
つ

い
て

】
 

・
 

委
託

契
約

の
申

込
み

／
承

諾
（
委

託
契

約
締

結
）
／

変
更

／
更

新
／

解
除

／

再
契

約
の

方
法

等
を

記
載

。
 

・
 

保
証

金
（
料

金
単

価
に

契
約

帯
域

幅
を

掛
け

た
金

額
の

３
ヶ

月
分

相
当

額
）
／

更
新

保
証

金
（
契

約
締

結
時

の
保

証
金

を
上

限
と

し
、

別
途

定
め

る
）
有

り
。

 

 

い
る

の
に

対
し

、
Ｂ

社
は

開
設

計
画

の
前

提
と

な

る
占

有
周

波
数

帯
幅

が
1
3
.0

M
H

z
の

場
合

に
お

い
て

1
M

H
z

当
た

り
年

間
2
9
.2

億
円

（
長

期
期

間

契
約

で
も

2
1
.2

億
円

）
と

、
約

２
～

2
.5

倍
程

度
の

格
差

が
存

在
（
事

業
開

始
か

ら
５

年
間

に
限

っ
た

各
年

度
の

平
均

で
見

て
も

、
Ａ

社
は

約
８

億
円

、

Ｂ
社

は
約

1
6

億
円

（
長

期
期

間
契

約
で

も
約

1
2

億
円

）
と

約
1
.5

～
２

倍
程

度
の

格
差

が
存

在
）
。

 【
評
価
】
 

・
 
Ａ
社

の
単
位

帯
域
当

た
り

の
基
本

的
な

受
託

放
送
役
務

の
料

金
水
準

が
、
Ｂ

社
と
比
較

し
て

約
2/
5
～

1
/
2
程
度
に

抑
え

ら
れ
る

こ
と
は
、

今
後

委
託

放
送

業
務

に
係

る
制

度
が

ど
の

よ

う
に

整
備

さ
れ

る
に

し
て

も
委

託
放

送
事

業

者
の

事
業

採
算

性
か

ら
見

て
顕

著
な

差
に

な

る
も
の
と

考
え

ら
れ
る

。
 

 ・
 
こ
の
た

め
、
Ａ
社

を
優

位
で
あ
る

と
評

価
し

た
。

 

  

【
契

約
の

解
除

に
つ

い
て

】
 

・
 

委
託

放
送

事
業

者
か

ら
の

契
約

解
除

条
件

：
受

託
放

送
事

業
者

の
サ

ー
ビ

ス

開
始

が
利

用
開

始
予

定
日

よ
り

遅
れ

る
と

き
、

受
託

放
送

役
務

の
料

金
の

増
額

を
し

た
と

き
、

受
託

放
送

事
業

者
が

放
送

設
備

の
障

害
発

生
を

知
っ

て
か

ら
一

定

時
間

を
経

過
し

た
と

き
等

。
 

・
 

受
託

放
送

事
業

者
か

ら
の

契
約

解
除

条
件

：
委

託
放

送
事

業
者

が
料

金
の

支

払
い

を
期

日
ま

で
に

し
な

い
と

き
、

受
託

放
送

事
業

者
の

検
査

・
立

会
等

を
拒

否

し
た

と
き

、
技

術
条

件
を

遵
守

し
な

い
と

き
等

。
 

・
 

契
約

解
除

料
有

り
。

 

 

【
契

約
の

解
除

に
つ

い
て

】
 

・
 

委
託

放
送

事
業

者
か

ら
の

契
約

解
除

条
件

：
受

託
放

送
事

業
者

の
サ

ー
ビ

ス

開
始

が
利

用
開

始
予

定
日

よ
り

遅
れ

る
と

き
、

受
託

放
送

役
務

の
料

金
の

増
額

を
し

た
と

き
、

受
託

放
送

事
業

者
が

放
送

設
備

の
障

害
発

生
を

知
っ

て
か

ら
一

定

時
間

を
経

過
し

た
と

き
等

。
 

・
 

受
託

放
送

事
業

者
か

ら
の

契
約

解
除

条
件

：
委

託
放

送
事

業
者

が
受

託
放

送

役
務

の
提

供
停

止
の

条
件

の
事

実
を

解
消

で
き

な
い

と
き

、
委

託
放

送
事

業
者

が
支

払
期

日
ま

で
料

金
を

支
払

わ
な

い
と

き
、

演
奏

所
等

の
設

備
の

障
害

が
発

生
し

て
受

託
放

送
役

務
を

提
供

で
き

な
い

と
き

、
受

託
放

送
事

業
者

の
不

可
抗

力

で
受

託
放

送
役

務
の

提
供

が
で

き
な

い
と

き
等

。
 

・
 

契
約

解
除

料
有

り
。

 

 

【
受

託
放

送
役

務
の

提
供

の
停

止
に

つ
い

て
】
 

・
 

委
託

放
送

事
業

者
が

料
金

の
支

払
い

を
期

日
ま

で
に

し
な

い
と

き
、

技
術

条
件

を
遵

守
し

な
い

と
き

等
は

、
受

託
放

送
事

業
者

か
ら

受
託

放
送

役
務

の
停

止
が

可

能
。

 

 

【
受

託
放

送
役

務
の

提
供

の
停

止
に

つ
い

て
】
 

・
 

委
託

放
送

事
業

者
が

料
金

等
の

支
払

い
を

期
日

ま
で

に
し

な
い

と
き

、
技

術
条

件
を

遵
守

し
な

い
と

き
等

は
、

受
託

放
送

事
業

者
か

ら
受

託
放

送
役

務
の

停
止

が
可

能
。

 

 

３
 

受
託

放
送

事
業

者
及

び
委

託
放

送
事

業
者

の
責

任
並

び
に

委
託

放
送

事
業

者
に

課
す

る
義

務
に

関
す

る
事

項
 

・
 

責
任

分
界

点
は

、
申

請
者

の
セ

ン
タ

ー
局

の
再

多
重

・
連

結
合

成
装

置
等

の
入

力
端

。
 

・
 

委
託

放
送

事
業

者
の

責
任

：
設

備
の

維
持

責
任

、
料

金
（
受

託
放

送
料

、
保

証

金
、

解
除

料
、

委
託

放
送

事
業

者
の

都
合

に
よ

る
受

託
放

送
設

備
の

工
事

費
）
の

支
払

い
義

務
等

。
 

 

・
 

受
託

放
送

事
業

者
の

責
任

：
設

備
の

維
持

責
任

、
契

約
約

款
の

文
書

化
等

。
 

 

３
 

受
託

放
送

事
業

者
及

び
委

託
放

送
事

業
者

の
責

任
並

び
に

委
託

放
送

事
業

者
に

課
す

る
義

務
に

関
す

る
事

項
 

・
 

責
任

分
界

点
は

、
申

請
者

が
指

定
す

る
送

出
シ

ス
テ

ム
の

入
力

端
。

 

・
 

委
託

放
送

事
業

者
の

責
任

：
指

定
の

技
術

仕
様

に
基

づ
い

た
受

託
放

送
事

業

者
の

送
出

シ
ス

テ
ム

ま
で

の
コ

ン
テ

ン
ツ

配
信

、
番

組
表

情
報

等
の

送
出

シ
ス

テ

ム
へ

の
入

力
、

コ
ン

テ
ン

ツ
責

任
、

受
信

者
対

応
、

料
金

支
払

い
義

務
等

。
 

 

・
 

受
託

放
送

事
業

者
の

責
任

：
送

出
シ

ス
テ

ム
か

ら
特

定
基

地
局

ま
で

の
設

備
の

管
理

、
受

託
放

送
事

業
者

の
責

め
に

帰
す

べ
き

事
由

に
よ

り
、

一
定

時
間

、
受

託

放
送

役
務

を
提

供
で

き
な

い
、

又
は

利
用

開
始

日
が

遅
れ

た
場

合
の

損
害

賠

償
、

コ
ン

テ
ン

ツ
配

信
に

関
す

る
技

術
仕

様
の

公
開

等
。

 

 

４
 

委
託

放
送

業
務

の
円

滑
な

運
営

の
た

め
の

取
組

に
関

す
る

実
績

及
び

今
後

の
計

画
 

【
実

績
】
 

・
 

委
託

放
送

業
務

の
参

入
希

望
者

向
け

説
明

会
の

実
施

（
1
0
社

）
 

・
 

委
託

放
送

業
務

の
参

入
希

望
者

へ
の

ヒ
ア

リ
ン

グ
調

査
（
７

社
）
 

４
 

委
託

放
送

業
務

の
円

滑
な

運
営

の
た

め
の

取
組

に
関

す
る

実
績

及
び

今
後

の
計

画
 

【
実

績
】
 

・
 

委
託

放
送

事
業

者
参

入
希

望
者

向
け

説
明

会
の

実
施

（
1
3
社

）
 

・
 

試
作

受
信

機
の

開
発

（
携

帯
電

話
型

、
W

i-
F
i転

送
型

、
U

S
B

接
続

型
）
 



 
 

・
 

対
応

受
信

機
見

学
会

の
実

施
（
3
5
社

）
 

 

・
 

沖
縄

ユ
ビ

キ
タ

ス
特

区
で

の
実

証
実

験
の

実
施

（
40

～
50

社
程

度
が

コ
ン

テ
ン

ツ
を

提
供

）
 

 

【
今

後
の

計
画

】
 

・
 

会
員

制
の

マ
ル

チ
メ

デ
ィ

ア
放

送
協

議
会

（
仮

称
）
を

設
立

し
、

事
務

局
的

役
割

を
担

う
予

定
。

 

・
 

委
託

放
送

事
業

者
の

希
望

す
る

利
用

形
態

（
1
3

セ
グ

形
式

／
１

セ
グ

形
式

）
に

合
わ

せ
た

選
択

可
能

な
メ

ニ
ュ

ー
を

用
意

。
 

・
 

エ
リ

ア
カ

バ
ー

率
等

を
考

慮
し

た
受

託
放

送
料

金
の

割
引

を
計

画
。

 

・
 

通
信

キ
ャ

リ
ア

や
受

信
端

末
メ

ー
カ

ー
と

連
携

し
た

早
期

の
受

信
設

備
の

普
及

を
計

画
。

 

・
 

受
託

放
送

事
業

者
と

委
託

放
送

事
業

者
の

間
の

接
続

イ
ン

タ
ー

フ
ェ

ー
ス

は
標

準
的

な
仕

様
を

採
用

。
 

・
 

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

機
能

の
提

供
は

想
定

し
て

い
な

い
が

、
委

託
放

送
業

務
の

参

入
希

望
者

の
意

向
等

を
ヒ

ア
リ

ン
グ

す
る

等
積

極
的

に
活

動
を

行
う

。
な

お
、

委

託
放

送
業

務
に

お
け

る
利

用
者

へ
の

認
証

・
課

金
は

、
通

信
キ

ャ
リ

ア
の

回
収

代

行
機

能
の

利
用

を
想

定
。

 

 

【
今

後
の

計
画

】
 

・
 

エ
リ

ア
カ

バ
ー

率
、

受
信

設
備

の
普

及
等

を
考

慮
し

た
受

託
放

送
料

金
の

割
引

を
計

画
。

 

・
 

リ
ア

ル
タ

イ
ム

型
／

蓄
積

型
／

ＩＰ
デ

ー
タ

サ
ー

ビ
ス

の
い

ず
れ

も
サ

ー
ビ

ス
開

始
時

か
ら

提
供

が
可

能
。

 

・
 

顧
客

管
理

シ
ス

テ
ム

、
Ｃ

Ａ
Ｓ

シ
ス

テ
ム

等
の

機
能

の
提

供
、

携
帯

電
話

事
業

者
等

の
課

金
業

務
契

約
代

行
、

受
信

機
開

発
メ

ー
カ

ー
と

の
機

能
搭

載
の

調
整

等
を

オ
プ

シ
ョ

ン
と

し
て

提
供

す
る

こ
と

を
予

定
。

 

・
 

委
託

放
送

業
務

の
参

入
希

望
者

向
け

説
明

会
の

開
催

、
希

望
す

る
事

業
者

に

対
す

る
沖

縄
ユ

ビ
キ

タ
ス

特
区

で
の

実
証

実
験

（
平

成
2
3

年
度

末
ま

で
実

施
）
の

体
験

等
を

計
画

。
 

・
 

受
託

放
送

役
務

の
提

供
条

件
の

文
書

化
、

委
託

放
送

事
業

者
と

の
情

報
共

有
、

委
託

放
送

事
業

者
か

ら
の

問
い

合
わ

せ
対

応
等

の
実

施
を

計
画

。
 

・
 

受
託

放
送

事
業

者
と

委
託

放
送

事
業

者
の

間
の

接
続

条
件

は
、

民
間

標
準

団

体
（
㈳

電
波

産
業

会
）
に

お
い

て
標

準
化

作
業

を
実

施
中

。
 

 

４
 

開
設

計
画

の
実

施
に

関
す

る
能

力
及

び
体

制
に

関
す

る
事

項
 

 
 

 
㈠

 
開

設
計

画
に

従
っ

て

円
滑

に
当

該
特

定
基

地

局
を

整
備

す
る

た
め

の

能
力

が
よ

り
充

実
し

て

い
る

こ
と

。
 

１
 

無
線

設
備

、
中

継
回

線
そ

の
他

の
必

要
な

電
気

通
信

設
備

の
確

保
 

【
無

線
設

備
】
 

・
送

信
機

 

メ
ー

カ
ー

に
依

頼
し

、
試

作
機

を
開

発
済

み
。

 

メ
ー

カ
ー

３
社

か
ら

平
成

2
3

年
度

第
４

四
半

期
に

試
験

電
波

送
出

が
可

能
で

あ
る

こ
と

を
確

認
済

み
。

 

・
そ

の
他

装
置

 

既
存

技
術

の
活

用
が

可
能

で
あ

る
た

め
、

認
定

後
速

や
か

に
メ

ー
カ

ー
選

定

を
検

討
予

定
。

 

   

 

１
 

無
線

設
備

、
中

継
回

線
そ

の
他

の
必

要
な

電
気

通
信

設
備

の
確

保
 

【
無

線
設

備
】
 

・
送

信
装

置
等

 

商
用

化
さ

れ
た

設
備

を
調

達
し

、
実

証
試

験
を

実
施

済
み

。
 

メ
ー

カ
ー

７
社

か
ら

送
信

装
置

の
提

供
が

可
能

で
あ

る
こ

と
を

確
認

済
み

。
ま

た
、

送
信

装
置

設
置

工
事

を
開

始
す

る
平

成
2
3

年
４

月
ま

で
に

納
入

が
可

能
で

あ
る

こ
と

を
確

認
済

み
。

 

・
空

中
線

 

メ
ー

カ
ー

1
0

社
か

ら
空

中
線

の
提

供
が

可
能

で
あ

る
こ

と
を

確
認

済
み

。
ま

た
、

空
中

線
設

置
工

事
を

開
始

す
る

平
成

2
3

年
４

月
ま

で
に

納
入

が
可

能
で

あ

る
こ

と
を

確
認

済
み

。
 

・
演

奏
所

設
備

 

メ
ー

カ
ー

３
社

か
ら

平
成

2
3

年
５

月
末

ま
で

に
設

置
作

業
が

完
了

可
能

で
あ

る
こ

と
を

確
認

済
み

。
 

 

【
無

線
設

備
、

中
継

回
線

そ
の

他
の

必
要

な
電

気

通
信

設
備

の
確

保
】
 

・
 

無
線

設
備

の
う

ち
、

送
信

装
置

に
つ

い
て

は
、

両
者

と
も

、
予

定
す

る
運

用
開

始
時

期
に

間
に

合
う

よ
う

調
達

す
る

こ
と

が
可

能
で

あ
る

こ
と

を
メ

ー
カ

ー
と

の
間

で
確

認
し

て
い

る
。

そ
の

他
の

装

置
に

関
し

て
も

、
Ａ

社
は

既
存

技
術

の
活

用
が

可
能

で
あ

る
と

し
て

お
り

、
Ｂ

社
は

調
達

が
可

能

で
あ

る
こ

と
を

メ
ー

カ
ー

か
ら

確
認

し
て

い
る

。
 

・
 

中
継

回
線

に
関

し
て

は
、

両
者

と
も

主
に

衛
星

回
線

を
利

用
す

る
予

定
で

あ
り

、
関

係
事

業
者

か
ら

運
用

開
始

時
期

ま
で

に
回

線
が

確
保

で
き

る
こ

と
を

確
認

し
て

い
る

。
 

 
【
中

継
回

線
】
 

・
 

衛
星

回
線

を
主

に
利

用
す

る
予

定
。

 

・
 

出
資

者
で

あ
る

衛
星

通
信

事
業

者
か

ら
、

試
験

電
波

発
出

ま
で

に
中

継
回

線
を

確
保

可
能

で
あ

る
こ

と
を

確
認

済
み

。
 

【
中

継
回

線
】
 

・
 

衛
星

回
線

を
主

に
利

用
す

る
予

定
（
光

フ
ァ

イ
バ

回
線

等
を

予
備

回
線

と
し

て
準

備
）
。

 

・
 

出
資

者
で

あ
る

電
気

通
信

事
業

者
の

K
D

D
I㈱

を
通

じ
て

、
認

定
後

約
1
0

ヶ
月



 
 

で
配

信
可

能
で

あ
る

こ
と

を
確

認
済

み
。

 

 

 
２

 
当

該
特

定
基

地
局

の
設

置
場

所
の

確
保

 

【
設

置
場

所
の

属
性

】
 

・
 

現
在

建
設

中
の

東
京

ス
カ

イ
ツ

リ
ー

に
設

置
す

る
ほ

か
、

主
と

し
て

既
存

ア
ナ

ロ

グ
テ

レ
ビ

放
送

送
信

所
等

に
設

置
（
1
2
5

局
）
。

 

 

２
 

当
該

特
定

基
地

局
の

設
置

場
所

の
確

保
 

【
設

置
場

所
の

属
性

】
 

・
 

放
送

事
業

者
テ

レ
ビ

ジ
ョ

ン
送

信
所

（
3
8
4

局
）
、

業
務

用
無

線
シ

ス
テ

ム
基

地

局
（
1
4
8

局
）
、

K
D

D
I(
株

)の
携

帯
電

話
基

地
局

等
（
3
3
3

局
）
に

設
置

。
 

 

【
当

該
特

定
基

地
局

の
設

置
場

所
の

確
保

】
 

・
 

Ａ
社

は
、

装
置

設
置

ス
ペ

ー
ス

の
有

無
や

鉄

塔
・
既

存
設

備
の

状
況

、
電

源
設

備
・
非

常
用

発

電
設

備
や

通
信

設
備

の
有

無
及

び
活

用
の

可

否
等

、
設

置
場

所
の

利
用

可
能

性
を

確
認

す
る

た
め

の
現

地
調

査
を

詳
細

に
行

っ
て

い
る

。
 

・
 

Ｂ
社

は
、

主
に

管
理

者
へ

の
ヒ

ア
リ

ン
グ

等
に

基
づ

き
、

鉄
塔

・
局

舎
等

の
図

面
や

外
観

写
真

等
の

基
本

的
な

情
報

を
確

認
し

て
い

る
（
中

に

は
、

左
記

注
に

記
載

し
た

よ
う

な
設

置
場

所
も

あ

る
）
。

 

 ・
 

ま
た

、
Ａ

社
は

ほ
ぼ

す
べ

て
の

特
定

基
地

局
に

つ
い

て
、

調
整

先
の

主
に

経
営

レ
ベ

ル
か

ら
認

定
後

の
協

議
に

関
す

る
確

認
文

書
を

受
領

・
添

付
し

て
い

る
。

他
方

、
Ｂ

社
は

、
す

べ
て

の
特

定

基
地

局
に

つ
い

て
確

認
書

が
添

付
さ

れ
て

い

る
。

 

 （
追

加
情

報
）
 

・
 

Ｂ
社

か
ら

追
加

的
に

説
明

が
あ

っ
た

と
こ

ろ
に

よ
れ

ば
、

鉄
塔

の
老

朽
化

や
空

き
ス

ペ
ー

ス
が

な
い

と
い

う
旨

の
状

況
を

確
認

し
て

い
る

設
置

場

所
の

利
用

可
能

性
に

つ
い

て
、

Ｂ
社

は
事

前
調

査
の

結
果

か
ら

利
用

可
能

と
判

断
し

て
い

る
と

の
こ

と
で

あ
っ

た
。

 

 

 
【
現

地
調

査
等

の
状

況
】
 

・
 

設
置

場
所

の
確

保
の

可
能

性
に

関
し

て
、

基
幹

的
な

大
規

模
局

に
つ

い
て

、
可

能
な

限
り

管
理

者
の

立
会

い
の

下
で

現
地

調
査

を
行

い
、

装
置

設
置

ス
ペ

ー
ス

の
有

無
、

鉄
塔

・
既

存
設

備
の

状
況

（
劣

化
・
破

損
等

）
、

電
源

設
備

・
非

常
用

発

電
設

備
や

通
信

設
備

の
有

無
及

び
活

用
の

可
否

等
、

5
1

に
上

る
項

目
に

つ
い

て

の
詳

細
な

調
査

を
行

っ
た

上
で

、
利

用
の

可
否

を
判

断
し

て
い

る
。

 

 

 

【
現

地
調

査
等

の
状

況
】
 

・
 

設
置

場
所

の
確

保
の

可
能

性
に

関
し

て
、

主
に

管
理

者
へ

の
ヒ

ア
リ

ン
グ

等
に

基
づ

き
、

鉄
塔

の
図

面
、

局
舎

内
又

は
敷

地
内

の
図

面
、

鉄
塔

・
局

舎
の

外
観

写

真
等

の
基

本
情

報
を

確
認

し
た

上
で

、
利

用
の

可
否

を
判

断
し

て
い

る
。

 

（
注

）
放

送
事

業
者

テ
レ

ビ
ジ

ョ
ン

送
信

所
の

中
に

は
、

管
理

者
か

ら
、

①
耐

震
補

強
工

事
を

検
討

中
、

②
鉄

塔
が

老
朽

化
し

て
い

る
た

め
利

用
不

可
、

③
デ

ジ
タ

ル
共

用
で

４
局

共
建

で
2
7

年
近

く
使

用
し

て
お

り
空

き
ス

ペ
ー

ス
が

な
い

、
と

い

う
旨

の
状

況
を

確
認

し
て

い
る

設
置

場
所

に
よ

り
置

局
の

計
画

を
立

て
て

い
る

場
所

も
あ

る
。

 

 

 
【
関

係
者

と
の

協
議

状
況

】
 

・
 

ほ
ぼ

す
べ

て
の

特
定

基
地

局
に

つ
い

て
、

認
定

後
の

協
議

に
関

す
る

確
認

文

書
（
社

長
・
取

締
役

ク
ラ

ス
の

名
義

・
押

印
に

基
づ

く
も

の
が

中
心

）
を

調
整

先
か

ら

受
領

し
、

添
付

。
 

【
関

係
者

と
の

協
議

状
況

】
 

・
 

す
べ

て
の

特
定

基
地

局
に

つ
い

て
、

調
整

先
と

の
間

で
認

定
後

の
協

議
に

関
す

る
確

認
書

を
添

付
。

 

（
注

）
放

送
事

業
者

と
の

確
認

書
の

中
に

は
、

系
列

局
と

の
関

係
か

ら
協

議
に

応
じ

ら
れ

な
い

と
さ

れ
た

も
の

、
協

議
先

の
押

印
が

な
い

も
の

、
協

議
先

の
実

務
担

当

者
に

よ
り

押
印

さ
れ

た
も

の
が

見
ら

れ
る

。
 

 
３

 
地

域
住

民
の

合
意

形
成

に
向

け
た

取
組

 

・
 

特
定

基
地

局
の

候
補

地
選

定
に

あ
た

っ
て

の
調

査
段

階
に

お
い

て
、

地
域

住

民
の

理
解

が
得

ら
れ

る
よ

う
既

存
の

鉄
塔

の
利

用
を

最
優

先
に

検
討

す
る

な
ど

し

た
ほ

か
、

周
辺

住
民

に
配

慮
し

、
住

宅
が

少
な

い
場

所
又

は
住

宅
か

ら
の

距
離

が
離

れ
て

い
る

場
所

を
選

定
す

る
こ

と
、

景
観

、
埋

蔵
文

化
財

地
区

、
高

さ
規

制
、

国
立

公
園

等
の

近
隣

環
境

に
配

慮
す

る
こ

と
を

考
慮

し
た

選
定

を
行

う
計

画
。

 

・
 

ま
た

、
特

定
基

地
局

の
工

事
段

階
に

お
い

て
、

地
域

住
民

に
対

し
て

丁
寧

な
対

応
を

行
う

こ
と

、
万

が
一

ト
ラ

ブ
ル

が
発

生
し

た
場

合
に

は
工

事
会

社
と

一
体

と
な

っ
て

解
決

に
あ

た
る

こ
と

等
の

方
針

の
下

、
地

域
住

民
へ

の
説

明
を

実
施

す
る

計

画
。

 

３
 

地
域

住
民

の
合

意
形

成
に

向
け

た
取

組
 

・
 

沖
縄

ユ
ビ

キ
タ

ス
特

区
実

証
試

験
に

お
い

て
実

施
し

た
、

地
域

住
民

へ
の

事
前

周
知

、
コ

ー
ル

セ
ン

タ
ー

設
置

に
よ

る
問

合
せ

対
応

等
の

取
組

を
活

か
し

、
地

域

住
民

と
の

合
意

形
成

に
あ

た
り

重
要

と
な

る
事

前
の

十
全

な
情

報
提

供
と

丁
寧

な

対
応

を
行

う
計

画
。

 

・
 

特
定

基
地

局
の

建
設

に
あ

た
っ

て
は

、
住

民
対

応
を

迅
速

に
実

施
す

る
た

め
の

体
制

を
構

築
す

る
と

と
も

に
、

地
域

住
民

に
対

し
て

、
設

計
・
工

事
に

関
す

る
説

明
、

電
波

の
安

全
性

に
関

す
る

説
明

、
質

問
・
疑

問
等

へ
の

対
応

を
実

施
す

る
計

画
。

 

【
地

域
住

民
の

合
意

形
成

に
向

け
た

取
組

】
 

・
 

両
者

と
も

地
域

住
民

へ
の

説
明

の
実

施
の

ほ

か
、

Ａ
社

に
お

い
て

は
地

域
住

民
等

に
配

慮
し

た

特
定

基
地

局
の

候
補

地
選

定
等

を
、

ま
た

Ｂ
社

に
お

い
て

は
住

民
対

応
を

迅
速

に
実

施
す

る
た

め
の

体
制

の
構

築
等

を
計

画
し

て
い

る
。

 



 
 

 

 
４

 
有

線
テ

レ
ビ

ジ
ョ

ン
放

送
の

受
信

に
与

え
る

障
害

の
防

止
又

は
解

消
に

関
す

る

取
組

 

【
対

策
に

つ
い

て
の

基
本

的
な

考
え

方
】
 

・
 

有
線

テ
レ

ビ
ジ

ョ
ン

放
送

事
業

者
等

と
協

議
の

上
、

事
前

周
知

広
報

や
コ

ー
ル

セ
ン

タ
ー

設
置

な
ど

の
対

策
体

制
を

整
備

。
 

・
 

個
別

対
策

費
用

は
有

線
テ

レ
ビ

ジ
ョ

ン
放

送
事

業
者

等
と

均
等

負
担

を
想

定

（
事

前
周

知
広

報
活

動
費

用
等

は
申

請
者

が
全

額
負

担
）
。

 

 

４
 

有
線

テ
レ

ビ
ジ

ョ
ン

放
送

の
受

信
に

与
え

る
障

害
の

防
止

又
は

解
消

に
関

す
る

取
組

 

【
対

策
に

つ
い

て
の

基
本

的
な

考
え

方
】
 

・
 

関
係

者
と

協
議

を
行

い
、

㈳
日

本
ケ

ー
ブ

ル
テ

レ
ビ

連
盟

と
の

間
で

作
成

し
た

対
策

の
手

引
き

書
に

基
づ

き
、

障
害

の
防

止
・
解

消
に

努
め

る
計

画
。

 

・
 

想
定

す
る

費
用

は
申

請
者

が
全

額
負

担
（
有

線
テ

レ
ビ

ジ
ョ

ン
放

送
事

業
者

と

協
議

が
必

要
と

な
る

場
合

は
、

協
議

を
行

っ
た

上
で

適
切

に
対

応
。

）
。

 

  

【
有

線
テ

レ
ビ

ジ
ョ

ン
放

送
の

受
信

に
与

え
る

障
害

の
防

止
又

は
解

消
に

関
す

る
取

組
】
 

・
 

対
策

に
つ

い
て

の
基

本
的

な
考

え
方

に
つ

い

て
は

、
両

者
と

も
有

線
テ

レ
ビ

ジ
ョ

ン
放

送
事

業

者
を

は
じ

め
関

係
者

と
協

議
の

上
、

㈳
日

本
ケ

ー
ブ

ル
テ

レ
ビ

連
盟

と
の

間
で

作
成

す
る

手
引

き
書

に
基

づ
い

て
、

主
体

的
に

対
策

を
講

じ
る

と

し
て

い
る

。
 

 ・
 

障
害

を
与

え
る

お
そ

れ
の

あ
る

世
帯

数
等

の

算
出

に
つ

い
て

は
、

Ａ
社

は
自

主
放

送
を

行
っ

て

い
る

許
可

施
設

の
ほ

か
共

聴
施

設
を

対
象

と
し

て
、

関
係

者
ヒ

ア
リ

ン
グ

等
に

基
づ

き
地

域
特

性

分
布

を
調

査
し

た
上

で
世

帯
数

を
算

出
し

て
お

り
、

世
帯

数
は

約
2
1
～

3
6

万
世

帯
と

な
っ

て
い

る
。

Ｂ
社

は
有

線
テ

レ
ビ

ジ
ョ

ン
放

送
施

設
の

う

ち
自

主
放

送
を

行
っ

て
い

る
許

可
施

設
を

対
象

と
し

て
、

デ
ジ

ア
ナ

変
換

に
よ

る
放

送
を

視
聴

す

る
ア

ナ
ロ

グ
テ

レ
ビ

の
残

存
台

数
を

予
測

し
た

上

で
対

策
が

必
要

な
ア

ナ
ロ

グ
テ

レ
ビ

台
数

を
算

出
し

て
お

り
、

世
帯

数
は

約
1
5
.9

万
世

帯
と

な
っ

て
い

る
。

 

 ・
 

両
者

と
も

障
害

の
防

止
･解

消
に

要
す

る
費

用

と
し

て
個

別
対

策
費

用
や

周
知

費
用

等
を

計
上

し
て

い
る

。
ま

た
、

そ
の

費
用

負
担

に
つ

い
て

、

周
知

や
コ

ー
ル

セ
ン

タ
ー

運
用

に
係

る
費

用
に

つ
い

て
は

両
者

と
も

全
額

負
担

と
し

て
い

る
一

方
、

個
別

対
策

費
用

に
つ

い
て

は
、

Ａ
社

は
事

前
の

や
り

と
り

を
踏

ま
え

有
線

テ
レ

ビ
ジ

ョ
ン

放

送
事

業
者

と
折

半
し

て
負

担
す

る
こ

と
と

し
て

お

り
、

Ｂ
社

は
全

額
を

負
担

す
る

こ
と

と
し

て
い

る
。

 

 ・
 

今
後

の
進

め
方

に
つ

い
て

は
、

両
者

と
も

、
認

定
後

に
㈳

日
本

ケ
ー

ブ
ル

テ
レ

ビ
連

盟
及

び
有

線
テ

レ
ビ

ジ
ョ

ン
放

送
事

業
者

と
協

議
を

行
い

な

が
ら

具
体

的
な

対
策

を
進

め
る

こ
と

と
し

て
い

る
。

 

 
【
障

害
を

与
え

る
お

そ
れ

の
あ

る
世

帯
数

等
の

規
模

の
算

出
根

拠
】
 

・
 

関
係

者
ヒ

ア
リ

ン
グ

等
に

基
づ

き
地

域
特

性
分

布
を

調
査

し
た

上
で

世
帯

数
を

算
出

。
有

線
テ

レ
ビ

ジ
ョ

ン
放

送
施

設
の

う
ち

す
べ

て
の

共
聴

施
設

を
対

象
。

 

・
 

上
記

の
結

果
、

世
帯

数
は

約
2
1
～

3
6

万
世

帯
。

 

 

【
障

害
を

与
え

る
お

そ
れ

の
あ

る
世

帯
数

等
の

規
模

の
算

出
根

拠
】
 

・
 

デ
ジ

ア
ナ

変
換

を
視

聴
す

る
ア

ナ
ロ

グ
テ

レ
ビ

の
残

存
台

数
を

予
測

し
た

上
で

、

対
策

が
必

要
な

ア
ナ

ロ
グ

テ
レ

ビ
台

数
を

算
出

。
有

線
テ

レ
ビ

ジ
ョ

ン
放

送
施

設

の
う

ち
自

主
放

送
を

行
っ

て
い

る
許

可
施

設
を

対
象

。
 

・
 

上
記

の
結

果
、

世
帯

数
は

約
1
5
.9

万
世

帯
。

 

 

 
【
障

害
の

防
止

・
解

消
に

要
す

る
費

用
の

見
通

し
】
 

個
別

対
策

費
用

 
 
８

億
円

（
※

）
 

 
 

 
 

（
※

）
総

個
別

対
策

費
用

1
6

億
円

の
う

ち
8

億
円

を
負

担
 

事
前

周
知

広
報

活
動

 
 

1
.5

億
円

 

コ
ー

ル
セ

ン
タ

ー
業

務
 

 
2
.2

億
円

 

総
合

管
理

業
務

 
 

 
 

 
0
.8

億
円

 

総
額

 
1
2
.5

億
円

 

 

【
障

害
の

防
止

・
解

消
に

要
す

る
費

用
の

見
通

し
】
 

対
策

機
器

購
入

費
用

、
取

り
付

け
工

事
費

用
 

 
1
3
.4

億
円

 

周
知

費
用

 
 

1
.5

億
円

 

受
信

対
策

セ
ン

タ
ー

費
用

 
 

3
.0

億
円

 

総
額

 
 

1
8

億
円

 

 

 
【
こ

れ
ま

で
の

取
組

、
今

後
の

計
画

】
 

・
 

実
験

局
開

設
に

あ
た

っ
て

の
混

信
対

策
セ

ン
タ

ー
の

設
立

、
大

手
有

線
テ

レ
ビ

ジ
ョ

ン
放

送
事

業
者

と
の

認
定

後
の

協
力

体
制

の
確

認
等

を
実

施
。

 

・
 

㈳
日

本
ケ

ー
ブ

ル
テ

レ
ビ

連
盟

と
問

題
解

決
の

た
め

の
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
を

定
め

て

い
く
と

と
も

に
、

特
定

基
地

局
の

置
局

計
画

、
諸

元
等

、
で

き
る

だ
け

精
度

の
高

い

情
報

を
関

係
者

へ
提

供
す

る
等

の
計

画
。

 

・
 

障
害

対
策

地
域

の
絞

り
込

み
の

た
め

の
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
を

継
続

実
施

。
 

・
 

必
要

に
応

じ
て

問
い

合
わ

せ
窓

口
の

設
置

等
の

体
制

作
り

を
実

施
。

 

【
こ

れ
ま

で
の

取
組

、
今

後
の

計
画

】
 

・
 

沖
縄

ユ
ビ

キ
タ

ス
特

区
実

証
実

験
に

お
け

る
受

信
対

策
セ

ン
タ

ー
の

開
設

・
運

用
、

デ
ジ

ア
ナ

変
換

サ
ー

ビ
ス

に
関

す
る

計
画

に
つ

い
て

の
関

係
者

へ
の

ヒ
ア

リ

ン
グ

等
を

実
施

。
 

・
 

認
定

後
、

有
線

テ
レ

ビ
ジ

ョ
ン

放
送

事
業

者
と

協
議

を
行

い
、

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

、

対
策

手
順

、
役

割
分

担
等

を
取

り
決

め
る

計
画

。
 

・
 

電
波

障
害

対
応

時
の

フ
ロ

ー
案

を
提

示
。

 

・
 

障
害

対
策

時
に

お
け

る
対

策
工

事
業

者
等

を
確

保
に

向
け

て
今

後
協

議
を

開

始
。

 



 
 

 

 
５

 
ブ

ー
ス

タ
ー

障
害

等
の

防
止

又
は

解
消

に
関

す
る

取
組

 

【
対

策
に

つ
い

て
の

基
本

的
な

考
え

方
】
 

・
 

事
前

周
知

広
報

・
コ

ー
ル

セ
ン

タ
ー

の
設

置
等

対
策

体
制

を
整

備
 

・
 

対
策

費
用

は
全

額
負

担
 

 【
個

別
受

信
世

帯
数

・
共

聴
施

設
数

】
 

・
 

個
別

受
信

世
帯

数
：
 

約
7
.9

万
世

帯
 

・
 

共
聴

施
設

数
：
 

 
 

 
約

1
.3

万
施

設
 

・
 

算
出

根
拠

は
総

務
省

報
告

書
に

則
っ

て
い

る
。

 

 【
算

出
根

拠
】
 

・
 

V
H

F
ア

ナ
ロ

グ
テ

レ
ビ

と
特

定
基

地
局

の
送

信
場

所
・
E
R

P
の

比
較

、
ブ

ー
ス

タ

ー
の

干
渉

電
界

強
度

と
特

定
基

地
局

の
電

界
強

度
の

比
較

、
テ

レ
ビ

受
信

率
と

ブ

ー
ス

タ
ー

普
及

率
の

換
算

、
影

響
を

受
け

る
デ

ジ
タ

ル
テ

レ
ビ

の
チ

ャ
ン

ネ
ル

の
有

無
の

確
認

 

 【
費

用
の

見
通

し
】
 

 
・
 

12
.5

億
円

 

 
 

 
（
内

訳
） 

個
別

対
策

費
用

：
 

 
 
 
  

 
 
  

 
 8

億
円

 

 
 

 
 

 
 

 
 

事
前

周
知

広
報

活
動

業
務

費
：
 

1
.5

億
円

 

 
 

 
 

 
 

 
  

コ
ー

ル
セ

ン
タ

ー
業

務
費

：
 

 
 
 2

.2
億

円
 

 
 

 
 

 
 

 
 

総
合

管
理

業
務

費
：
 

 
 
 
  

 
 
 0

.8
億

円
 

 ※
 

個
別

対
策

費
用

は
、

ブ
ー

ス
タ

ー
の

接
続

線
の

切
断

費
用

を
単

価
と

し
て

算

出
し

計
上

。
 

※
 

ブ
ー

ス
タ

ー
受

信
障

害
の

費
用

と
C

A
T
V

受
信

障
害

の
費

用
に

係
る

按
分

の

比
率

に
つ

い
て

、
事

前
周

知
広

報
活

動
業

務
費

、
コ

ー
ル

セ
ン

タ
ー

業
務

費
及

び
総

合
管

理
業

務
費

は
等

分
。

 

※
 

工
事

業
者

か
ら

の
見

積
も

り
等

に
基

づ
き

ブ
ー

ス
タ

ー
の

接
続

線
の

切
断

費

用
を

算
出

。
 

 【
取

組
の

実
績

】
 

・
 

技
術

的
支

援
を

受
け

る
地

上
放

送
事

業
者

に
お

い
て

、
地

上
デ

ジ
タ

ル
放

送
局

の
開

局
及

び
地

上
ア

ナ
ロ

グ
テ

レ
ビ

の
周

波
数

変
更

に
お

け
る

ブ
ー

ス
タ

ー
障

害

対
策

の
実

績
あ

り
。

 

 【
今

後
の

計
画

】
 

・
 

放
送

事
業

者
と

の
連

絡
体

制
、

住
民

へ
の

事
前

周
知

・
問

い
合

わ
せ

窓
口

の
設

５
 

ブ
ー

ス
タ

ー
障

害
等

の
防

止
又

は
解

消
に

関
す

る
取

組
 

【
対

策
に

つ
い

て
の

基
本

的
な

考
え

方
】
 

・
 

事
前

周
知

広
報

・
コ

ー
ル

セ
ン

タ
ー

の
設

置
等

対
策

体
制

を
整

備
 

・
 

対
策

費
用

は
全

額
負

担
 

 【
個

別
受

信
世

帯
数

・
共

聴
施

設
数

】
 

・
 

個
別

受
信

世
帯

数
：
 

約
3
.0

万
世

帯
 

・
 

共
聴

施
設

数
：
 

 
 

 
約

0
.6

万
施

設
 

・
 

算
出

根
拠

は
総

務
省

報
告

書
に

則
っ

て
い

る
。

 

 【
算

出
根

拠
】
 

・
 

V
H

F
ア

ナ
ロ

グ
テ

レ
ビ

と
特

定
基

地
局

の
送

信
場

所
・
E
R

P
の

比
較

、
ブ

ー
ス

タ

ー
の

干
渉

電
界

強
度

と
特

定
基

地
局

の
電

界
強

度
の

比
較

、
テ

レ
ビ

受
信

率
と

ブ

ー
ス

タ
ー

普
及

率
の

換
算

、
影

響
を

受
け

る
デ

ジ
タ

ル
テ

レ
ビ

の
チ

ャ
ン

ネ
ル

の
有

無
の

確
認

 

 【
費

用
の

見
通

し
】
 

 
・
 

40
.9

億
円

 

 
 

 
（
内

訳
） 

対
策

工
事

費
用

：
 

 
 
 
  

 
 
  

 
  

1
4
.4

億
円

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
周

知
費

用
：
 

 
 
  

 
  

 
  

 
 
  

 
  

8
.3

億
円

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
コ

ー
ル

セ
ン

タ
ー

費
用

：
 
 
 
 
 
  

 
  

12
億

円
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
受

信
対

策
セ

ン
タ

ー
費

用
：
 
 
 
  

 
 6

.2
億

円
 

 ※
 

個
別

対
策

費
用

は
、

単
価

と
し

て
ブ

ー
ス

タ
ー

の
接

続
線

の
切

断
費

用
を

基

本
と

し
つ

つ
、

一
部

に
つ

い
て

は
、

フ
ィ

ル
タ

ー
挿

入
費

用
、

ブ
ー

ス
タ

ー
交

換
費

用
を

算
出

し
計

上
。

 

※
 

総
務

省
報

告
書

に
お

け
る

単
価

を
基

に
フ

ィ
ル

タ
ー

挿
入

費
用

、
ブ

ー
ス

タ
ー

交
換

費
用

を
算

出
。

 

   【
取

組
の

実
績

】
 

・
 

沖
縄

ユ
ビ

キ
タ

ス
特

区
に

お
け

る
事

前
調

査
、

周
知

活
動

の
対

応
、

対
策

フ
ィ

ル
タ

ー
に

よ
る

受
信

障
害

対
策

を
実

施
。

 

 
 

 【
今

後
の

計
画

】
 

・
 

市
販

ブ
ー

ス
タ

ー
の

特
性

確
認

や
メ

ー
カ

ー
別

普
及

状
況

の
調

査
、

対
策

フ
ィ

【
ブ

ー
ス

タ
ー

障
害

等
の

防
止

又
は

解
消

に
関

す

る
取

組
】
 

・
 

両
者

と
も

、
「
他

の
無

線
設

備
か

ら
受

信
用

ブ

ー
ス

タ
ー

等
の

地
上

デ
ジ

タ
ル

放
送

受
信

設
備

へ
の

影
響

に
関

す
る

調
査

報
告

書
」
（
平

成
2
2

年
３

月
総

務
省

）
を

参
考

に
、

各
社

の
置

局
計

画

に
照

ら
し

、
ブ

ー
ス

タ
ー

障
害

を
与

え
る

お
そ

れ

の
あ

る
個

別
受

信
世

帯
数

等
を

算
出

し
て

い

る
。

 

・
 

ま
た

、
両

者
と

も
、

こ
の

障
害

を
解

消
す

る
た

め

の
方

法
（
周

知
広

報
及

び
視

聴
者

か
ら

の
相

談

や
苦

情
の

受
付

等
）
に

つ
い

て
検

討
を

行
い

、
そ

の
た

め
に

必
要

と
な

る
費

用
を

計
上

し
て

い
る

。
 

・
 

両
者

と
も

、
障

害
対

策
に

係
る

費
用

に
つ

い
て

は
、

全
額

を
自

社
で

負
担

す
る

計
画

と
し

て
い

る
。

 

・
 

Ａ
社

の
方

が
Ｂ

社
と

比
較

し
て

個
別

受
信

世
帯

数
・
共

聴
施

設
数

が
多

い
に

も
か

か
わ

ら
ず

、
個

別
対

策
工

事
費

用
が

少
な

く
な

っ
て

い
る

。
こ

の

点
、

Ａ
社

は
工

事
業

者
か

ら
の

見
積

も
り

等
に

基

づ
き

ブ
ー

ス
タ

ー
の

接
続

線
の

切
断

費
用

を
算

出
す

る
一

方
、

Ｂ
社

は
、

総
務

省
報

告
書

に
お

け

る
単

価
を

基
に

フ
ィ

ル
タ

ー
挿

入
費

用
、

ブ
ー

ス

タ
ー

交
換

費
用

を
算

出
す

る
と

と
も

に
、

追
加

の

説
明

に
よ

れ
ば

、
同

報
告

書
を

参
考

と
し

て
自

社

で
設

定
し

た
ブ

ー
ス

タ
ー

の
接

続
線

の
切

断
費

用
の

単
価

に
基

づ
き

、
個

別
の

対
策

工
事

費
用

を
算

出
し

て
い

る
と

の
こ

と
で

あ
っ

た
。

 

・
 

Ａ
社

の
方

が
Ｂ

社
と

比
較

し
て

個
別

受
信

世
帯

数
・
共

聴
施

設
数

が
多

い
に

も
か

か
わ

ら
ず

、
周

知
広

報
費

用
及

び
コ

ー
ル

セ
ン

タ
ー

費
用

等
対

策
費

用
が

少
な

く
な

っ
て

い
る

。
こ

の
こ

と
に

つ

い
て

、
両

者
か

ら
の

追
加

の
資

料
提

出
・
説

明
に

よ
れ

ば
、

Ａ
社

は
U

H
F

デ
ジ

タ
ル

チ
ャ

ン
ネ

ル

（
3
8
～

45
ch

）
の

エ
リ

ア
内

に
つ

い
て

、
放

送
局

の
施

設
を

利
用

す
る

こ
と

を
踏

ま
え

、
同

社
が

置

局
す

る
特

定
基

地
局

と
既

存
の

V
H

F
ア

ナ
ロ

グ

テ
レ

ビ
局

の
送

信
局

と
実

効
輻

射
電

力
（

E
R

P
）



 
 

置
等

の
体

制
整

備
。

 
ル

タ
ー

の
検

討
、

受
信

実
態

調
査

の
検

討
等

を
実

施
。

 
を

比
較

す
る

こ
と

に
よ

り
、

自
局

の
カ

バ
ー

エ
リ

ア
に

お
い

て
実

際
に

事
前

周
知

や
コ

ー
ル

セ
ン

タ
ー

対
応

の
活

動
が

必
要

と
な

る
と

見
込

ま
れ

る
世

帯
数

を
算

出
し

、
そ

の
数

に
基

づ
き

周
知

広
報

費
用

及
び

基
本

的
に

平
日

９
時

か
ら

1
8

時

ま
で

の
コ

ー
ル

セ
ン

タ
ー

運
営

に
必

要
な

費
用

を

計
上

し
て

い
る

、
と

の
こ

と
で

あ
っ

た
。

他
方

、
Ｂ

社
は

、
U

H
F

デ
ジ

タ
ル

チ
ャ

ン
ネ

ル
（
3
8
～

4
5
c
h）

の
エ

リ
ア

内
に

つ
い

て
、

自
局

の
カ

バ
ー

エ
リ

ア

内
で

ブ
ー

ス
タ

ー
障

害
が

起
こ

り
え

る
世

帯
を

事

前
の

周
知

等
の

対
応

が
必

要
と

な
る

世
帯

数
と

し
て

算
出

し
、

そ
の

数
に

基
づ

き
周

知
広

報
費

用

及
び

3
6
5

日
９

時
か

ら
2
0

時
ま

で
の

コ
ー

ル
セ

ン
タ

ー
運

営
に

必
要

な
費

用
を

計
上

し
て

い
る

、

と
の

こ
と

で
あ

っ
た

。
 

 

 
６

 
工

事
業

者
そ

の
他

の
業

者
と

の
協

力
体

制
の

確
保

 

・
 

出
資

者
で

あ
る

地
上

放
送

事
業

者
と

特
定

基
地

局
の

建
設

に
関

す
る

業
務

委

託
契

約
を

締
結

し
、

 
工

事
に

関
し

て
は

、
実

績
の

あ
る

メ
ー

カ
ー

へ
発

注
す

る
計

画
。

メ
ー

カ
ー

各
社

と
は

特
定

基
地

局
整

備
が

円
滑

に
実

施
で

き
る

体
制

を
整

備

済
み

。
 

６
 

工
事

業
者

そ
の

他
の

業
者

と
の

協
力

体
制

の
確

保
 

・
 

出
資

者
で

あ
る

電
気

通
信

事
業

者
か

ら
の

技
術

要
員

の
出

向
受

入
等

に
よ

り

工
事

管
理

体
制

を
整

備
す

る
。

ま
た

、
送

信
局

事
業

者
規

定
を

準
備

中
で

あ
り

、

認
定

取
得

後
、

速
や

か
に

送
信

装
置

等
の

設
備

調
達

及
び

工
事

実
施

に
関

す
る

提
案

依
頼

書
を

発
出

す
る

な
ど

の
計

画
。

無
線

局
設

置
工

事
へ

の
対

応
は

、
実

績
の

あ
る

業
者

か
ら

対
応

可
能

で
あ

る
旨

を
確

認
済

み
。

 

【
工

事
業

者
そ

の
他

の
業

者
と

の
協

力
体

制
の

確

保
】
 

・
 

Ａ
社

は
放

送
局

整
備

の
ノ

ウ
ハ

ウ
を

有
す

る
地

上
放

送
事

業
者

の
協

力
を

得
る

ほ
か

、
実

績
の

あ
る

メ
ー

カ
ー

と
協

力
体

制
を

整
備

し
て

い
る

。

Ｂ
社

は
、

携
帯

電
話

基
地

局
整

備
で

実
績

の
あ

る
電

気
通

信
事

業
者

の
協

力
を

得
る

ほ
か

、
実

績
の

あ
る

メ
ー

カ
ー

に
発

注
を

予
定

し
て

い
る

。
 

 【
評
価
】
 

・
 
本
項

目
に
関

し
て
記

載
を

求
め
た

事
項

の
う

ち
、
設
置

場
所

の
確
保

、
ブ

ー
ス
タ

ー
障
害
対

策
の
項
目

に
つ

い
て
、
各

々
以
下
の

と
お

り
両

者
に
差
が

あ
る

と
認
め

ら
れ

る
。
 

 ①
 
設
置

場
所

の
確
保

に
つ

い
て
は

、
両

者
の

取
組

状
況

か
ら

そ
の

利
用

可
能

性
の

確
実

性
と
い
う

点
に

お
い
て

違
い

が
あ
り
、
Ａ
社

の
方
が
優

位
で

あ
る
と

評
価

で
き
る

。
 

Ａ
社

に
つ

い
て

は
、

東
京

の
中

心
局

で

あ
る

東
京

ス
カ

イ
ツ

リ
ー

に
つ

い
て

、
既

に
利

用
を

前
提

と
し

た
覚

書
を

締
結

し
て

詳
細

な
協

議
が

行
わ

れ
て

い
る

こ
と

に
加



 
 

え
、

そ
の

他
の

基
幹

局
に

つ
い

て
も

詳
細

な
現

地
調

査
を

行
っ

て
お

り
、

技
術

的
な

利
用
可
能

性
の

確
認
が

済
ん

で
い
る

。
 

他
方

、
Ｂ

社
は

、
主

に
管

理
者

へ
の

ヒ

ア
リ

ン
グ

等
に

基
づ

き
、

鉄
塔

・
局

舎
等

の
図

面
や

外
観

写
真

等
の

基
本

的
な

情
報

を
確
認
し

て
い

る
に
と

ど
ま

る
。
 

特
に

、
最

も
世

帯
数

の
多

い
東

京
都

や

他
の

一
部

の
県

に
お

け
る

中
心

的
な

局

（
最
も
実

効
輻

射
電
力
（

E
R

P
）
が

大
き
い

局
）

の
設

置
場

所
の

利
用

可
能

性
に

関
し

て
、

管
理

者
か

ら
今

後
の

工
事

の
可

能
性

や
鉄

塔
の

老
朽

化
、

空
き

ス
ペ

ー
ス

が
な

い
と

い
っ

た
旨

の
状

況
を

確
認

し
て

い
る

に
も

か
か

わ
ら

ず
、

事
前

調
査

の
結

果
の

み
に

よ
っ

て
利

用
で

き
る

こ
と

を
前

提
と

し
て

い
る

局
が

見
ら

れ
、

早
期

に
エ

リ
ア

カ
バ

ー
を

実
現

す
る

た
め

の
前

提
と

な
る

設
置

場
所

の
利

用
可

能
性

の
確

実
性

に
つ

い
て
懸
念

が
あ

る
も

の
と
考

え
ら
れ

る
。
 

 ②
 
ブ
ー

ス
タ

ー
障
害

対
策

に
つ
い

て
は

、
個

別
の

対
策

工
事

に
つ

い
て

複
数

の
対

策
手

法
を
選
択

肢
と

し
て
想

定
す

る
と
と

も
に
、

周
知
広
報

、
コ
ー

ル
セ

ン
タ
ー

対
応
関

係
費

用
を

よ
り

多
く

計
上

し
て

い
る

点
に

お
い

て
、

Ｂ
社

の
方

が
や

や
優

位
と

評
価

で
き

る
。

 

 ・
 そ

の
他
の
項

目
に
つ

い
て

は
、
両

者
に

大
き

な
差
は
な

い
。
 

 ・
 以

上
を
総
合

し
、
Ａ

社
が

や
や
優

位
と

評
価

し
た
。
 

 

㈡
 

当
該

特
定

基
地

局
の

運
用

に
よ

る
受

託
国

内
放

送
を

確
実

に
開

始
し

、
か

つ
、

継
続

的
に

運
営

す
る

１
 

開
始

時
期

及
び

資
本

金
 

・
 

事
業

開
始

時
期

：
平

成
2
4
年

４
月

１
日

 

・
 

資
本

金
：
1
0
0
億

円
（
8
5
億

円
増

資
予

定
）
 

１
 

開
始

時
期

及
び

資
本

金
 

・
 

事
業

開
始

時
期

：
平

成
2
4
年

４
月

１
日

 

・
 

資
本

金
：
3
5
0
億

円
（
3
0
0
億

円
増

資
予

定
）
 

 

・
 

開
設

計
画

に
示

さ
れ

た
特

定
基

地
局

の
整

備

の
た

め
に

必
要

と
な

る
設

備
投

資
額

に
つ

い

て
、

送
信

設
備

及
び

受
信

設
備

に
つ

い
て

は
、

両
者

と
も

単
価

表
又

は
見

積
も

り
等

に
よ

り
計

上



 
 

た
め

に
必

要
な

財
務

的

基
礎

が
よ

り
充

実
し

て
い

る
こ

と
。

 

２
 

設
備

投
資

 

・
 

平
成

2
8
年

度
ま

で
の

総
工

事
費

は
4
3
8
.0

億
円

。
 

・
 

工
事

費
の

計
上

に
当

た
り

、
送

信
設

備
に

つ
い

て
は

複
数

メ
ー

カ
ー

か
ら

の
見

積
も

り
を

根
拠

に
出

力
別

に
算

定
し

た
単

価
に

よ
り

、
受

信
設

備
に

つ
い

て
は

ヒ

ア
リ

ン
グ

及
び

見
積

も
り

を
根

拠
に

し
た

単
価

に
よ

り
計

上
し

て
い

る
。

 

・
 

工
事

費
の

計
上

に
当

た
り

、
送

信
設

備
の

附
帯

設
備

に
つ

い
て

は
、

基
幹

的
な

大
規

模
局

に
つ

い
て

そ
れ

ぞ
れ

の
局

ご
と

に
行

っ
た

詳
細

な
現

地
調

査
の

結
果

に
基

づ
き

、
ア

ン
テ

ナ
、

鉄
塔

、
局

舎
等

の
各

種
設

備
に

つ
い

て
、

既
設

流
用

が

可
能

か
、

改
修

が
必

要
か

、
新

設
が

必
要

か
等

の
別

に
そ

れ
ぞ

れ
必

要
な

額
を

算
出

し
、

設
備

投
資

の
総

額
を

計
上

し
て

い
る

。
な

お
、

上
記

の
総

額
等

を
元

に

算
出

さ
れ

た
出

力
別

の
単

価
も

示
さ

れ
て

い
る

。
 

 ３
 

資
金

調
達

 

・
 

資
金

調
達

に
つ

い
て

は
、

出
資

に
よ

る
調

達
（
1
0
0
億

円
）
及

び
リ

ー
ス

に
よ

る
調

達
を

計
画

。
な

お
、

借
入

は
計

画
し

て
い

な
い

。
 

・
 

出
資

に
よ

る
調

達
に

つ
い

て
は

、
増

資
に

応
じ

る
出

資
元

の
㈱

エ
ヌ

・
テ

ィ
・
テ

ィ
・
ド

コ
モ

か
ら

認
定

後
に

募
集

株
式

を
発

行
す

る
に

当
た

っ
て

増
資

後
の

資
本

金
相

当
を

賄
え

る
株

式
を

「
引

き
受

け
る

こ
と

を
承

諾
す

る
」
旨

の
増

資
引

受
承

諾

書
を

受
領

。
ま

た
、

リ
ー

ス
に

よ
る

調
達

に
つ

い
て

は
、

リ
ー

ス
会

社
か

ら
リ

ー
ス

導
入

分
と

し
て

特
定

基
地

局
に

関
す

る
総

設
備

投
資

額
を

賄
え

る
額

を
提

供
す

る

こ
と

を
検

討
す

る
旨

の
文

書
を

受
領

。
 

 

２
 

設
備

投
資

 

・
 

平
成

2
8

年
度

ま
で

の
総

工
事

費
は

9
6
1
.1

億
円

。
 

・
 

工
事

費
の

計
上

に
当

た
り

、
送

信
設

備
及

び
受

信
設

備
に

つ
い

て
は

、
ベ

ン
ダ

ー
か

ら
の

Ｒ
Ｆ

Ｉ回
答

に
よ

り
、

出
力

・
タ

イ
プ

別
に

算
定

し
た

単
価

等
に

よ
り

計
上

し
て

い
る

。
 

・
 

工
事

費
の

計
上

に
当

た
り

、
送

信
設

備
の

附
帯

設
備

に
つ

い
て

は
、

Ｋ
Ｄ

Ｄ
Ｉ㈱

か
ら

の
ヒ

ア
リ

ン
グ

値
を

参
考

に
、

出
力

・
タ

イ
プ

別
に

算
定

し
た

単
価

に
よ

り
計

上
し

て
い

る
。

 

    ３
 

資
金

調
達

 

・
 

資
金

調
達

に
つ

い
て

は
、

出
資

に
よ

る
調

達
（
3
50

億
円

）
及

び
借

入
金

（
最

大

5
0
2
億

円
）
に

よ
る

調
達

を
計

画
。

 

・
 

出
資

及
び

借
入

に
よ

る
調

達
に

つ
い

て
は

、
資

金
調

達
元

の
Ｋ

Ｄ
Ｄ

Ｉ㈱
よ

り
、

開
設

計
画

認
定

後
に

7
7
0
億

円
程

度
を

上
限

と
し

た
資

金
提

供
を

行
う

た
め

の
社

内
手

続
を

実
施

す
る

旨
の

連
絡

文
書

及
び

Q
u
al

c
o
m

m
 
In

c
.よ

り
約

20
0
億

円

（
2
1
5
百

万
ド

ル
）
を

上
限

と
し

た
資

金
提

供
の

意
図

の
表

明
書

を
受

領
。

な
お

、
い

ず
れ

も
文

書
に

増
資

又
は

借
入

の
別

は
記

載
さ

れ
て

い
な

い
。

 

・
 

そ
の

他
、

複
数

者
か

ら
出

資
の

意
図

及
び

事
業

参
画

を
検

討
す

る
旨

の
意

図

の
表

明
書

を
受

領
。

 

 

し
て

い
る

。
送

信
設

備
の

附
帯

設
備

に
つ

い
て

は
、

Ａ
社

は
詳

細
な

現
地

調
査

の
結

果
に

基
づ

い
て

必
要

な
額

を
算

出
し

て
お

り
、

Ｂ
社

は
出

力
・
タ

イ
プ

別
に

算
定

し
た

単
価

に
よ

り
計

上
し

て
い

る
。

 

 ・
 

資
金

調
達

の
う

ち
出

資
に

よ
る

調
達

に
つ

い
て

は
、

Ａ
社

は
増

資
に

応
じ

る
出

資
元

か
ら

株
式

引
受

承
諾

書
を

受
領

し
て

い
る

一
方

、
Ｂ

社
は

資
金

調
達

元
か

ら
、

今
後

、
社

内
手

続
を

実
施

す
る

旨
の

連
絡

文
書

（
借

入
又

は
増

資
の

別
の

記
載

な
し

）
等

を
受

領
し

て
い

る
。

 

 ・
 

資
金

調
達

の
う

ち
リ

ー
ス

及
び

借
入

に
よ

る
調

達
に

つ
い

て
は

、
Ａ

社
は

リ
ー

ス
引

受
元

か
ら

リ

ー
ス

導
入

分
と

し
て

必
要

な
額

の
リ

ー
ス

提
供

を

検
討

す
る

旨
の

文
書

を
受

領
し

て
お

り
、

Ｂ
社

は

資
金

調
達

元
か

ら
必

要
な

額
を

満
た

す
資

金
提

供
の

意
図

の
表

明
書

を
受

領
し

て
い

る
。

 

 ・
 

各
年

の
収

支
計

画
に

お
け

る
費

用
に

つ
い

て

は
、

両
者

と
も

減
価

償
却

費
や

保
守

費
等

の
固

定
的

な
費

用
が

中
心

と
な

っ
て

い
る

。
 

 ・
 

各
年

の
収

支
計

画
に

お
け

る
収

入
に

つ
い

て

は
、

受
託

放
送

事
業

は
委

託
放

送
事

業
者

か
ら

の
受

託
放

送
役

務
に

関
す

る
料

金
の

み
が

収

入
と

な
る

事
業

で
あ

り
、

５
年

間
の

合
計

収
入

と

し
て

、
Ｂ

社
は

Ａ
社

の
約

1
.5

倍
の

収
入

を
見

込

ん
で

い
る

。
 

 ・
 

各
年

の
事

業
収

支
計

画
に

つ
い

て
は

、
 

①
 
単

年
度

黒
字

の
達

成
時

期
が

Ａ
社

は
事

業

開
始

か
ら

３
年

目
、

Ｂ
社

は
事

業
開

始
か

ら

５
年

目
と

、
Ａ

社
は

２
年

早
く

黒
字

を
達

成
す

る
計

画
と

な
っ

て
い

る
 

②
 
事

業
開

始
か

ら
５

年
目

に
お

け
る

累
積

損

失
の

規
模

に
大

き
な

差
が

あ
り

、
Ａ

社
の

方

が
よ

り
早

期
に

累
積

損
失

を
解

消
す

る
と

見

４
 

事
業

収
支

計
画

 

・
 

事
業

開
始

３
年

目
に

当
期

損
益

の
単

年
度

黒
字

を
達

成
す

る
計

画
。

 

・
 
利

益
剰

余
金

は
２

年
目

を
底

に
上

昇
し

、
最

終
年

度
（
平

成
2
8
年

度
）
の

累
積

損

失
額

は
▲

9
.1

億
円

。
 

４
 

事
業

収
支

計
画

 

・
 

事
業

開
始

５
年

目
に

当
期

損
益

の
単

年
度

黒
字

を
達

成
す

る
計

画
。

 

・
 

利
益

剰
余

金
は

４
年

目
を

底
に

５
年

目
は

上
昇

し
、

最
終

年
度

（
平

成
2
8

年

度
）
の

累
積

損
失

額
は

▲
2
1
0
.5

億
。

 

 

（
単

位
：
百

万
円

）
 

 
H

2
4

年
度

 
 

H
2
5

年
度

 
H

2
6

年
度

 
 

H
2
7

年
度

 
H

2
8

年
度

 

営
業

収
入

 
 

5
,4

6
8
 

8
,4

3
8
 
 

1
1
,4

0
8
 
 

1
5
,1

2
0
 

1
5
,4

9
1
 

営
業

利
益

 
 

▲
1
,6

3
7
 

1
7
2
 
 

1
,7

5
8
 
 

4
,6

2
9
 

4
,7

2
4
 

経
常

利
益

 
 

▲
2
,5

0
8
 

▲
1
,1

3
9
 
 

8
8
 
 

2
,8

5
2
 

2
,9

0
4
 

当
期

純
利

益
 
 

▲
2
,5

1
2
 

▲
1
,1

4
3
 
 

8
4
 
 

2
,8

4
8
 

2
,9

0
0
 

利
益

剰
余

金
 
 

▲
5
,6

0
2
 

▲
6
,7

4
5
 
 

▲
6
,6

6
0
 
 

▲
3
,8

1
3
 

▲
9
1
2
 

（
参

考
）
手

持
ち

キ
ャ

ッ
シ

ュ
 
 

 

（
単

位
：
百

万
円

）
 

 
H

2
4

年
度

 
 

H
2
5

年
度

 
H

2
6

年
度

 
H

2
7

年
度

 
 

H
2
8

年
度

 
 

営
業

収
入

 
 

3
,3

2
0
 

8
,2

9
8
 

1
5
,2

1
4
 

2
1
,2

9
9
 
 

2
7
,6

6
1
 
 

営
業

利
益

 
 

▲
6
,8

8
5
 

▲
6
,2

9
7
 

▲
8
5
2
 

2
7
3
 
 

4
,7

4
2
 
 

経
常

利
益

 
 

▲
7
,2

9
0
 

▲
7
,1

2
1
 

▲
1
,9

9
3
 

▲
1
,4

1
7
 
 

3
,4

0
6
 
 

当
期

純
利

益
 
 

▲
7
,2

9
0
 

▲
7
,1

2
1
 

▲
1
,9

9
3
 

▲
1
,4

1
7
 
 

3
,4

0
6
 
 

利
益

剰
余

金
 
 

▲
1
3
,9

2
0
 

▲
2
1
,0

4
1
 

▲
2
3
,0

3
4
 

▲
2
4
,4

5
2
 
 

▲
2
1
,0

4
6
 
 

（
参

考
）
手

持
ち

キ
ャ

ッ
シ

ュ
 
 



 
 

現
預

金
 
 

1
,9

5
9
 

9
2
6
 
 

1
,2

9
9
 
 

4
,2

4
2
 

7
,4

6
2
 

  

 
事

業
開

始
前

 
H

2
4

年
度

 
H

2
5

年
度

 
H

2
6

年
度

 
H

2
7

年
度

 
H

2
8

年
度

 

出
資

金
 

1
0
,0

0
0
 

1
0
,0

0
0
 

1
0
,0

0
0
 

1
0
,0

0
0
 

1
0
,0

0
0

1
0
,0

0
0

ﾘ
ｰ

ｽ
対

象
 

設
備

投
資

 

6
,9

6
7

を
 

賄
え

る
額

 

8
,5

4
3

を
 

賄
え

る
額

 

9
,6

3
5

を
 

賄
え

る
額

 

8
,2

0
5

を
 

賄
え

る
額

 

5
,5

1
5

を

賄
え

る
額

4
,9

3
5

を

賄
え

る
額

  

現
預

金
 
 

（
非

開
示

）
 

（
非

開
示

）
（
非

開
示

）
 

（
非

開
示

）
（
非

開
示

）
 
 

  

 
事

業
開

始
前

H
2
4

年
度

 
H

2
5

年
度

 
H

2
6

年
度

 
H

2
7

年
度

 
H

2
8

年
度

 

出
資

金
 

3
0
,0

0
0
 

3
0
,0

0
0
 

3
5
,0

0
0
 

3
5
,0

0
0
 

3
5
,0

0
0
 
 

3
5
,0

0
0
 
 

借
入

金
 

3
2
6
 

4
,1

7
1
 

1
9
,1

0
8
 

3
0
,8

3
9
 

5
0
,2

1
5
 
 

3
6
,5

4
6
 
 

  

込
ま

れ
る

 

と
の

結
果

と
な

っ
て

い
る

。
 

 （
追
加
情

報
）
 

・
 
Ａ
社

か
ら
追

加
的
に

説
明

が
あ
っ

た
と

こ
ろ

に
よ
れ
ば
、
有

線
テ
レ

ビ
ジ

ョ
ン
放

送
受

信
障

害
対
策
費

の
個

別
対
策

費
に

つ
い
て
、
有

線
テ

レ
ビ

ジ
ョ

ン
放

送
事

業
者

と
の

協
議

が
整

わ

な
か

っ
た

場
合

に
Ａ

社
が

全
額

自
己

負
担

す

る
と
仮
定

し
た

場
合
、

 

①
単
年
度

黒
字

の
達
成

時
期

は
４
年

目
 

②
Ａ

社
の

最
終

年
度

に
お

け
る

累
積

損
失

額

は
▲
1
7
億

円
 

に
な
る
と

の
こ

と
で
あ

っ
た

。
 

 【
評
価
】
 

・
 Ａ

社
は
、
 

①
 
資
金

調
達

の
う
ち

増
資

に
つ
い

て
、
よ
り

確
実

な
根

拠
に

基
づ

い
た

調
達

を
計

画
し

て
い
る
。
 

②
 

事
業

収
支

計
画

に
お

け
る

単
年

度
黒

字

達
成
時
期

が
３

年
目

と
、
Ｂ

社
よ
り

２
年
早

く
達
成
す

る
計

画
と

な
っ
て

い
る
。
 

③
 

開
設

計
画

の
最

終
年

度
に

お
け

る
累

積

損
失

額
は

▲
９

億
円

で
あ

り
、

Ｂ
社

の
▲

2
1
0
億

円
と

比
べ

て
、

大
き

な
差

が
あ

る
。

 

・
 
以
上
の

こ
と

か
ら

、
受

託
国
内
放

送
を

確
実

に
開
始
し

、
か

つ
、
継
続
的

に
運
営

す
る

た
め

に
必

要
な

財
務

的
基

礎
の

充
実

と
い

う
点

に

つ
い
て
、

Ａ
社

を
優
位

で
あ

る
と
評
価
し
た
。

 

㈢
 

電
気

通
信

設
備

の
設

置
及

び
運

用
を

円
滑

に

行
う

た
め

の
技

術
的

能

力
が

よ
り

充
実

し
て

い
る

こ
と

。
 

技
術

的
な

検
討

、
実

験
、

標
準

化
の

活
動

等
の

実
績

 

【
実

験
】
 

・
 

フ
ァ

イ
ル

キ
ャ

ス
テ

ィ
ン

グ
サ

ー
ビ

ス
に

係
る

伝
送

特
性

の
測

定
、

伝
送

方
式

に

関
す

る
実

証
実

験
、

標
準

受
信

モ
デ

ル
の

検
討

、
移

動
・
歩

行
等

の
受

信
形

態
に

お
け

る
正

受
信

率
の

測
定

、
リ

ア
ル

タ
イ

ム
ス

ト
リ

ー
ミ

ン
グ

・
フ

ァ
イ

ル
キ

ャ
ス

テ
ィ

ン
グ

等
の

サ
ー

ビ
ス

の
実

証
実

験
等

を
実

施
。

 

 

技
術

的
な

検
討

、
実

験
、

標
準

化
の

活
動

等
の

実
績

 

【
実

験
】
 

・
 

室
内

干
渉

調
査

、
V

H
F
-
H

ig
h

帯
の

電
波

伝
搬

特
性

測
定

・
調

査
、

沖
縄

ユ
ビ

キ
タ

ス
特

区
に

お
け

る
実

証
試

験
（
回

線
設

計
に

必
要

な
デ

ー
タ

収
集

、
映

像
・
音

声
の

同
時

放
送

、
IP

デ
ー

タ
サ

ー
ビ

ス
・
蓄

積
型

放
送

サ
ー

ビ
ス

等
）
、

(財
)電

波

技
術

協
会

が
設

置
し

た
共

用
条

件
の

検
討

に
係

る
調

査
検

討
会

へ
の

協
力

、
車

載
向

け
実

証
試

験
、

送
信

偏
波

の
評

価
、

携
帯

電
話

型
試

作
受

信
機

の
開

発
、

・
 

実
験

の
実

績
に

関
し

て
は

、
Ａ

社
は

、
リ

ア
ル

タ

イ
ム

型
・
蓄

積
型

サ
ー

ビ
ス

の
実

証
実

験
、

移
動

受
信

に
お

け
る

正
受

信
率

の
測

定
、

回
線

設
計

に
必

要
な

伝
送

特
性

の
測

定
等

を
実

施
。

Ｂ
社

は
、

IP
デ

ー
タ

サ
ー

ビ
ス

・
蓄

積
型

サ
ー

ビ
ス

の

実
証

試
験

、
車

載
向

け
実

証
試

験
、

回
線

設
計

に
必

要
な

デ
ー

タ
収

集
、

8
,0

0
0
km

超
を

走
行

し



 
 

 
屋

内
伝

搬
試

験
を

実
施

。
 

・
 
総

走
行

距
離

8
,0

0
0
km

を
超

え
る

V
H

F
-
H

ig
h

帯
の

電
波

伝
搬

特
性

測
定

・
調

査
結

果
を

参
考

に
、

電
波

伝
搬

特
性

の
補

正
を

行
い

、
置

局
計

画
の

策
定

を
実

施
。

 

 

て
得

た
測

定
結

果
を

参
考

に
電

波
伝

搬
特

性
の

補
正

等
を

実
施

。
 

・
 

標
準

化
の

活
動

に
関

し
て

は
、

両
者

と
も

、
国

内
で

の
標

準
化

に
向

け
た

状
況

に
差

は
な

く
、

ま

た
、

両
者

と
も

国
際

標
準

化
に

も
取

り
組

ん
で

い

る
。

 

 【
評

価
】
 

・
 
両
者
と

も
実

証
実
験

を
行

っ
て
い

る
が

、
Ｂ

社
は
、
実

証
実

験
の

中
で

、
8
,
0
0
0
k
m
超

を
走

行
し

て
得

た
測

定
結

果
を

参
考

に
電

波
伝

搬

特
性
の
補

正
等

に
つ
い

て
実

施
し
て

お
り
、
技

術
的

な
検

証
面

の
確

か
ら

し
さ

と
い

う
点

に

お
い
て
優

位
性

が
認
め

ら
れ

る
。
 

 ・
 
こ
の
た

め
、
Ｂ
社

を
や

や
優
位
で

あ
る

と
評

価
し
た
。
 

 

【
標

準
化

の
活

動
等

】
 

・
 

㈳
電

波
産

業
会

の
標

準
化

作
業

へ
参

加
し

、
標

準
規

格
案

の
審

議
が

ほ
ぼ

完

了
。

 

・
 

運
用

規
定

（
素

案
）
を

策
定

中
で

あ
り

、
平

成
2
2

年
秋

頃
公

開
す

る
べ

く
準

備

中
。

 

・
 

IT
U

の
会

合
に

お
け

る
勧

告
改

訂
草

案
の

提
案

等
を

実
施

。
 

・
 

情
報

通
信

審
議

会
等

に
お

け
る

検
討

に
貢

献
。

 

・
 

平
成

1
8

年
に

、
新

し
い

サ
ー

ビ
ス

の
研

究
、

携
帯

端
末

向
け

マ
ル

チ
メ

デ
ィ

ア

放
送

の
有

効
性

の
プ

ロ
モ

ー
シ

ョ
ン

等
を

目
的

に
フ

ォ
ー

ラ
ム

を
設

立
。

 

【
標

準
化

の
活

動
等

】
 

・
 

協
力

企
業

の
社

員
が

㈳
電

波
産

業
会

標
準

規
格

策
定

に
参

画
し

、
平

成
2
2

年

９
月

末
に

規
格

化
完

了
予

定
。

 

・
 

Ｋ
Ｄ

Ｄ
Ｉ㈱

の
社

員
が

標
準

化
団

体
で

あ
る

Ｆ
Ｌ

Ｏ
フ

ォ
ー

ラ
ム

の
理

事
を

務
め

、

規
格

の
策

定
を

推
進

す
る

と
と

も
に

、
 
Ｆ

Ｌ
Ｏ

フ
ォ

ー
ラ

ム
の

円
滑

な
運

営
に

貢

献
。

M
e
di

aF
L
O

方
式

は
、

米
国

T
IA

、
欧

州
E
T
S
I及

び
ＩＴ

Ｕ
に

お
い

て
標

準
技

術

と
し

て
承

認
済

み
。

 

・
 

情
報

通
信

審
議

会
に

参
加

し
、

携
帯

端
末

向
け

マ
ル

チ
メ

デ
ィ

ア
放

送
方

式
の

技
術

的
条

件
に

関
す

る
検

討
に

寄
与

。
 

 

㈣
 

電
気

通
信

設
備

の
保

守
及

び
管

理
体

制
並

び

に
障

害
時

の
対

応
体

制

が
よ

り
充

実
し

て
い

る
こ

と
。

 

１
 

無
線

設
備

の
保

守
、

管
理

及
び

障
害

時
の

対
応

の
体

制
及

び
方

法
 

・
 

社
内

の
中

央
監

視
セ

ン
タ

ー
と

各
地

域
監

視
セ

ン
タ

ー
に

よ
り

2
4

時
間

監
視

を

実
施

。
保

守
計

画
を

作
成

し
、

保
守

業
務

が
円

滑
に

機
能

す
る

よ
う

体
系

化
。

 

・
 

障
害

時
の

対
応

体
制

に
つ

い
て

は
、

保
守

担
当

者
の

派
遣

に
よ

る
一

次
対

応
、

中
央

監
視

セ
ン

タ
ー

に
お

け
る

二
次

対
応

体
制

を
整

備
す

る
ほ

か
、

障
害

の
規

模
に

応
じ

た
事

故
対

策
本

部
の

招
集

、
訓

練
の

実
施

等
を

計
画

。
 

１
 

無
線

設
備

の
保

守
、

管
理

及
び

障
害

時
の

対
応

の
体

制
及

び
方

法
 

・
 

東
京

の
オ

ペ
レ

ー
シ

ョ
ン

セ
ン

タ
ー

に
お

い
て

全
国

の
特

定
基

地
局

の
集

中
監

視
（
2
4

時
間

、
3
6
5

日
）
を

実
施

。
保

守
管

理
に

つ
い

て
は

、
当

該
業

務
に

精
通

し

た
会

社
に

委
託

す
る

と
と

も
に

、
機

器
調

達
先

ベ
ン

ダ
ー

か
ら

保
守

支
援

の
提

供

を
受

け
る

計
画

。
 

・
 

障
害

時
の

対
応

体
制

に
つ

い
て

は
、

遠
隔

制
御

に
よ

る
障

害
復

旧
等

の
一

次

対
応

の
実

施
の

ほ
か

、
必

要
に

応
じ

た
保

守
委

託
会

社
へ

の
復

旧
要

請
・
重

大

事
故

対
策

室
の

設
置

等
を

計
画

。
 

 

・
 

Ａ
社

は
、

中
央

拠
点

及
び

地
域

拠
点

に
お

け
る

2
4

時
間

監
視

、
保

守
担

当
の

派
遣

等
に

よ
る

障

害
時

対
応

体
制

を
整

備
。

技
術

要
員

に
つ

い
て

は
出

資
者

で
あ

る
地

上
放

送
事

業
者

の
協

力
や

実
績

の
あ

る
保

守
管

理
業

者
へ

の
委

託
、

社
内

教
育

等
に

よ
り

確
保

。
 

 ・
 

Ｂ
社

は
、

東
京

の
オ

ペ
レ

ー
シ

ョ
ン

セ
ン

タ
ー

に

お
け

る
集

中
監

視
（
2
4

時
間

、
3
6
5

日
）
、

遠
隔

制
御

や
保

守
委

託
会

社
へ

の
復

旧
要

請
等

に

よ
る

障
害

時
対

応
体

制
を

整
備

。
技

術
要

員
に

つ
い

て
は

出
資

者
で

あ
る

電
気

通
信

事
業

者
か

ら
の

出
向

受
入

の
ほ

か
、

機
器

調
達

先
ベ

ン
ダ

ー
か

ら
の

保
守

支
援

や
保

守
業

務
に

精
通

し
た

業
者

へ
の

委
託

、
社

員
研

修
等

に
よ

り
確

保
。

 

 【
評

価
】
 

・
 

両
者

と
も

、
十

分
な

保
守

・
管

理
等

の
体

制
が

整
備

さ
れ

て
お

り
、

両
者

に
差

は
な

い
と

評
価

し

た
。

 

 

２
 

技
術

要
員

の
確

保
 

・
 

出
資

者
で

あ
る

地
上

放
送

事
業

者
の

協
力

を
得

る
ほ

か
、

保
守

管
理

等
に

つ

い
て

は
、

実
績

の
あ

る
業

者
に

業
務

委
託

を
予

定
。

 

・
 

社
内

に
お

い
て

も
教

育
・
訓

練
を

実
施

予
定

。
 

２
 

技
術

要
員

の
確

保
 

・
 

Ｋ
Ｄ

Ｄ
Ｉ㈱

か
ら

の
出

向
受

入
等

に
よ

り
確

保
す

る
ほ

か
、

地
上

放
送

事
業

者
か

ら
の

技
術

協
力

に
つ

い
て

協
議

中
。

保
守

管
理

に
つ

い
て

は
、

保
守

業
務

に
精

通
し

た
会

社
に

委
託

す
る

と
と

も
に

、
機

器
調

達
先

ベ
ン

ダ
ー

か
ら

保
守

支
援

の

提
供

を
受

け
、

要
員

を
確

保
予

定
。

 

・
 

実
績

の
あ

る
保

守
委

託
会

社
候

補
３

社
及

び
機

器
調

達
先

ベ
ン

ダ
ー

と
保

守

計
画

に
問

題
な

く
対

応
可

能
で

あ
る

こ
と

を
確

認
済

み
。

 

・
 

社
員

研
修

等
を

通
じ

た
要

員
育

成
等

を
計

画
。

 

 



 
 

㈤
 

電
波

法
、

放
送

法
そ

の
他

の
関

係
法

令
を

遵

守
し

て
適

切
な

方
法

に

よ
り

業
務

を
行

う
体

制

が
よ

り
充

実
し

て
い

る
こ

と
。

 

１
 

法
令

遵
守

の
た

め
の

体
制

の
整

備
 

・
 

コ
ン

プ
ラ

イ
ア

ン
ス

推
進

委
員

会
の

設
置

、
コ

ン
プ

ラ
イ

ア
ン

ス
管

理
規

程
等

の

社
内

規
程

策
定

、
相

談
窓

口
の

設
置

等
を

実
施

。
 

・
 

社
員

等
に

対
す

る
研

修
の

実
施

等
を

予
定

。
 

 

１
 

法
令

遵
守

の
た

め
の

体
制

の
整

備
 

・
 

コ
ン

プ
ラ

イ
ア

ン
ス

関
連

事
項

を
審

議
決

定
す

る
機

関
と

し
て

企
業

倫
理

委
員

会
の

設
置

、
啓

発
活

動
の

方
針

策
定

を
予

定
。

 

・
 

社
員

に
対

す
る

教
育

の
実

施
、

企
業

倫
理

ヘ
ル

プ
ラ

イ
ン

の
設

置
等

を
予

定
。

 

 

【
評

価
】
 

・
 

両
者

と
も

、
法

令
遵

守
及

び
個

人
情

報
保

護

の
推

進
の

た
め

の
社

内
組

織
の

設
置

や
内

部

規
程

、
研

修
・
教

育
等

を
実

施
・
計

画
し

て
お

り
、

両
者

に
差

は
な

い
と

評
価

し
た

。
 

２
 

個
人

情
報

保
護

の
た

め
の

体
制

の
整

備
 

・
 

情
報

管
理

委
員

会
を

設
置

予
定

。
 

・
 

情
報

管
理

規
程

を
策

定
し

、
個

人
情

報
端

末
の

管
理

、
従

業
員

へ
の

教
育

等
を

実
施

。
 

２
 

個
人

情
報

保
護

の
た

め
の

体
制

の
整

備
 

・
 

情
報

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

委
員

会
を

設
置

予
定

。
 

・
 

顧
客

情
報

保
護

規
程

等
の

策
定

、
IS

M
S

の
取

得
、

顧
客

情
報

へ
の

ア
ク

セ
ス

制
限

、
内

部
監

査
、

業
務

委
託

先
と

の
個

人
情

報
取

扱
い

覚
書

の
締

結
等

を
実

施
予

定
。

 

 

二
 

混
信

等
の

防
止

 
 

 
 

 
１

 
既

設
の

無
線

局
等

の
運

用

又
は

電
波

の
監

視
を

阻
害

す

る
混

信
そ

の
他

の
妨

害
を

防
止

す
る

た
め

の
よ

り
優

れ
た

技
術

を
導

入
す

る
こ

と
と

し
て

い
る

こ

と
。

 

・
 

干
渉

波
を

減
衰

さ
せ

る
フ

ィ
ル

タ
ー

の
挿

入
を

前
提

に
検

討
し

、
フ

ィ
ル

タ
ー

に

よ
る

対
策

が
実

施
で

き
な

い
場

合
に

は
、

干
渉

の
影

響
が

小
さ

く
な

る
よ

う
に

、
設

置
場

所
の

変
更

、
建

造
物

等
の

遮
蔽

の
利

用
、

空
中

線
の

電
力

分
配

の
調

整
等

の
サ

イ
ト

エ
ン

ジ
ニ

ア
リ

ン
グ

を
実

施
。

 

・
 

隣
接

シ
ス

テ
ム

と
の

混
信

を
防

止
す

る
フ

ィ
ル

タ
ー

の
設

置
や

ア
ン

テ
ナ

の
偏

波
面

、
パ

タ
ー

ン
変

更
等

の
サ

イ
ト

エ
ン

ジ
ニ

ア
リ

ン
グ

を
実

施
。

 

・
 

調
達

す
る

無
線

設
備

に
つ

い
て

は
、

無
線

設
備

規
則

の
規

定
を

遵
守

す
る

と
と

も
に

、
必

要
に

応
じ

て
、

サ
イ

ト
エ

ン
ジ

ニ
ア

リ
ン

グ
に

よ
り

帯
域

外
の

輻
射

を
規

定
以

下
に

抑
え

る
な

ど
の

個
別

の
対

策
を

実
施

。
 

【
評
価
】
 

・
 
両
者
と

も
、
隣
接

す
る
シ

ス
テ
ム

と
の

混
信

回
避

の
た

め
の

技
術

の
導

入
に

つ
い

て
合

理

的
か
つ
具

体
的

な
計
画

を
有

し
て
お

り
、
両
者

に
差
は
な

い
と

評
価
し

た
。
 

 

２
 

既
設

の
無

線
局

等
の

運
用

又
は

電
波

の
監

視
を

阻
害

す

る
混

信
そ

の
他

の
妨

害
を

防
止

す
る

た
め

の
対

策
が

よ
り

充
実

し
て

い
る

こ
と

。
 

・
 

隣
接

す
る

周
波

数
帯

を
使

用
す

る
シ

ス
テ

ム
へ

の
混

信
等

が
発

生
す

る
場

合
、

関
係

事
業

者
と

の
事

前
協

議
を

行
っ

た
上

で
、

必
要

な
技

術
的

方
策

の
選

択
、

ま

た
は

複
数

の
技

術
的

方
策

を
組

み
合

わ
せ

、
具

体
的

な
状

況
に

応
じ

て
個

別
に

対
処

す
る

計
画

。
 

・
 

情
報

通
信

審
議

会
の

検
討

に
参

加
し

、
共

用
条

件
の

策
定

に
寄

与
し

た
。

 

・
 

沖
縄

ユ
ビ

キ
タ

ス
特

区
実

証
試

験
に

お
い

て
、

混
信

等
の

防
止

対
策

を
実

施
し

た
。

 

・
 

計
画

段
階

に
お

け
る

事
前

協
議

内
容

に
基

づ
く
、

フ
ィ

ル
タ

ー
の

設
置

や
ア

ン
テ

ナ
の

偏
波

面
・
パ

タ
ー

ン
の

変
更

等
サ

イ
ト

エ
ン

ジ
ア

リ
ン

グ
を

適
宜

実
施

す
る

計

画
。

 

・
 

建
設

段
階

に
お

い
て

隣
接

シ
ス

テ
ム

の
置

局
状

況
を

考
慮

し
必

要
に

応
じ

て
サ

イ
ト

エ
ン

ジ
ニ

ア
リ

ン
グ

を
実

施
す

る
計

画
。

 

・
 

運
用

開
始

後
に

お
い

て
混

信
の

可
能

性
の

申
告

に
基

づ
き

サ
イ

ト
エ

ン
ジ

ニ
ア

リ
ン

グ
を

実
施

す
る

計
画

。
 

・
 

Ｋ
Ｄ

Ｄ
Ｉ ㈱

か
ら

の
技

術
支

援
、

人
材

協
力

、
置

局
業

務
等

に
精

通
し

た
工

事
会

社
の

協
力

等
を

検
討

す
る

計
画

。
 

 

【
評
価
】
 

・
 
両
者
と

も
、
隣
接

す
る
シ

ス
テ
ム

と
の

混
信

回
避

の
た

め
の

調
整

や
協

議
に

つ
い

て
適

切

に
実

施
す

る
た

め
の

合
理

的
か

つ
具

体
的

な

計
画
を
有

し
て

お
り
、
両
者

に
差
は

な
い

と
評

価
し
た
。
 

三
 

電
波

の
能

率
的

な
利

用
の

確
保

 

電
波

の
能

率
的

な
利

用
を

確
保

す
る

た
め

の
計

画
の

内
容

が
よ

り

充
実

し
て

い
る

こ
と

。
 

１
 

送
信

の
方

式
 

 
セ

グ
メ

ン
ト

連
結

伝
送

方
式

（
IS

D
B

-
T
m

m
）
 

 ２
 

占
有

周
波

数
帯

幅
 

1
4
.2

M
H

z 

 

１
 

送
信

の
方

式
 

 
選

択
帯

域
伝

送
方

式
（
M

e
di

aF
L
O

）
 

 ２
 

占
有

周
波

数
帯

幅
 

1
3
M

H
z

又
は

1
3
.9

M
H

z 

 

・
 

送
信

の
方

式
に

つ
い

て
、

両
者

と
も

、
標

準
テ

レ
ビ

ジ
ョ

ン
放

送
等

の
う

ち
デ

ジ
タ

ル
放

送
に

関

す
る

送
信

の
標

準
方

式
（
平

成
1
5

年
総

務
省

令

第
2
6

号
）
に

規
定

さ
れ

て
い

る
方

式
を

用
い

る

計
画

を
有

し
て

い
る

。
 

 ・
 

両
者

と
も

各
種

の
S
F
N

混
信

対
策

を
講

じ
る

こ

と
に

よ
り

、
全

国
を

S
F
N

で
カ

バ
ー

す
る

計
画

と
３

 
S
F
N

の
計

画
 

(1
) 

全
国

に
お

い
て

同
一

の
放

送
番

組
を

同
一

周
波

数
の

電
波

で
送

信
す

る
計

画

３
 

S
F
N

の
計

画
 

(1
) 

全
国

に
お

い
て

同
一

の
放

送
番

組
を

同
一

周
波

数
の

電
波

で
送

信
す

る
計

画



 
 

（
い

わ
ゆ

る
S
F
N

(S
in

gl
e
 F

re
qu

e
nc

y 
N

e
tw

o
rk

)を
全

国
で

構
築

）
 

 (2
) 

S
F
N

混
信

対
策

に
つ

い
て

 

・
 

G
P

S
の

同
期

を
利

用
し

た
N

S
I

情
報

に
よ

る
各

特
定

基
地

局
の

送
信

タ
イ

ミ
ン

グ
制

御
 

・
 

送
信

諸
元

及
び

送
信

タ
イ

ミ
ン

グ
を

調
整

し
、

受
信

信
号

の
遅

延
広

が
り

を
ガ

ー

ド
イ

ン
タ

ー
バ

ル
長

内
に

収
め

る
こ

と
で

S
F
N

混
信

を
低

減
 

・
 

S
F
N

方
式

に
お

け
る

同
一

チ
ャ

ン
ネ

ル
混

信
除

去
技

術
 

       (S
F
N

混
信

の
発

生
世

帯
数

・
発

生
率

) 

・
 

発
生

世
帯

数
：
 

8
1
2
,3

0
7

世
帯

 

・
 

発
生

率
：
 

1
.8

%
 

（
い

わ
ゆ

る
 
S
F
N

(S
in

gl
e
 F

re
qu

e
nc

y 
N

e
tw

o
rk

)を
全

国
で

構
築

）
 

 (2
) 

S
F
N

混
信

対
策

に
つ

い
て

 

・
 

G
P

S
同

期
に

よ
る

ス
ー

パ
ー

フ
レ

ー
ム

送
出

と
遅

延
時

間
補

正
 

・
 

ガ
ー

ド
イ

ン
タ

ー
バ

ル
の

付
加

に
よ

る
マ

ル
チ

パ
ス

遅
延

の
影

響
低

減
 

・
 

パ
イ

ロ
ッ

ト
信

号
を

用
い

た
伝

送
路

推
定

に
よ

る
ガ

ー
ド

イ
ン

タ
ー

バ
ル

超
え

の

混
信

抑
制

 

・
 
送

信
局

情
報

信
号

(P
P

C
)を

用
い

た
S
F
N

混
信

の
原

因
送

信
局

の
特

定
 

・
 

沖
縄

ユ
ビ

キ
タ

ス
特

区
に

お
け

る
S
F
N

混
信

耐
性

の
調

査
、

S
F
N

混
信

対
策

改

善
手

法
の

有
効

性
の

確
認

等
 

・
 

ア
ン

テ
ナ

パ
タ

ー
ン

や
遅

延
時

間
の

調
整

等
に

よ
る

S
F
N

混
信

の
低

減
。

 

・
 

異
常

伝
搬

に
つ

い
て

既
知

情
報

の
収

集
及

び
送

信
高

の
調

整
等

に
よ

る
混

信

対
策

。
 

・
 

エ
リ

ア
改

善
の

た
め

の
簡

易
S
F
N

リ
ピ

ー
タ

技
術

に
関

す
る

計
画

を
検

討
。

 

 (S
F
N

混
信

の
発

生
世

帯
数

・
発

生
率

) 

・
 

発
生

世
帯

数
：
 

4
4
4
,5

2
2

世
帯

 

・
 

発
生

率
：
 

0
.9

7
%
 

 

し
て

い
る

。
 

 ・
 

Ａ
社

は
、

ガ
ー

ド
バ

ン
ド

を
設

け
る

必
要

が
な

い

た
め

、
電

波
の

能
率

的
利

用
に

資
す

る
と

説
明

し
て

い
る

。
 

 （
追

加
情

報
）
 

・
 

Ａ
社

の
「
S
F
N

方
式

に
お

け
る

同
一

チ
ャ

ン
ネ

ル
混

信
除

去
技

術
」
の

具
体

的
な

内
容

は
、

「
送

信
側

か
ら

の
パ

イ
ロ

ッ
ト

信
号

を
受

け
、

受
信

機

側
で

マ
ル

チ
パ

ス
伝

送
路

推
定

を
行

う
機

能
を

備
え

る
こ

と
が

可
能

」
、

「
S
F
N

受
信

波
信

号
解

析
装

置
に

よ
る

S
F
N

混
信

の
原

因
局

の
特

定
」

と
の

こ
と

で
あ

っ
た

。
 

・
 

ま
た

、
両

者
の

計
画

に
記

載
の

あ
っ

た
S
F
N

混
信

の
発

生
世

帯
数

・
発

生
率

に
つ

い
て

、
両

者
の

前
提

条
件

は
、

Ａ
社

は
送

信
側

対
策

の
み

に
よ

り
計

算
し

た
値

で
あ

り
、

Ｂ
社

は
送

信
側

対

策
に

加
え

受
信

機
側

対
策

(伝
送

路
推

定
長

)も

加
味

し
て

計
算

し
た

値
と

の
こ

と
で

あ
り

、
Ａ

社
か

ら
追

加
提

出
の

あ
っ

た
受

信
機

側
対

策
(伝

送

路
推

定
長

)も
加

味
し

た
計

算
値

及
び

、
Ｂ

社
か

ら
追

加
提

出
の

あ
っ

た
送

信
側

対
策

の
み

に
よ

る
計

算
値

に
よ

れ
ば

、
Ａ

社
か

ら
は

「
発

生
世

帯

数
：
4
0
9
,6

97
世

帯
、

 
発

生
率

：
 

0
.8

9
%」

、
Ｂ

社

は
「
発

生
世

帯
数

：
1
,3

4
2
,4

49
世

帯
、

発
生

率
：

2
.9

%
」
と

の
こ

と
で

あ
っ

た
。

 

 【
評

価
】
 

・
 

両
者

と
も

各
種

の
S
F
N

混
信

対
策

を
講

じ
る

こ

と
に

よ
り

、
全

国
を

S
F
N

で
カ

バ
ー

す
る

計
画

と

し
て

い
る

。
 

 ・
 

Ａ
社

は
、

ガ
ー

ド
バ

ン
ド

を
設

け
る

必
要

の
な

い

こ
と

に
つ

い
て

説
明

を
し

て
い

る
が

、
こ

の
点

は
、

技
術

方
式

に
依

存
す

る
事

項
で

あ
り

、
両

方

式
と

も
適

切
な

技
術

方
式

で
あ

る
と

さ
れ

て
い

る

こ
と

か
ら

、
両

者
に

差
は

な
い

。
 

 ・
 
そ

の
他

の
項

目
に

つ
い

て
は

、
両

者
に

大
き

な

差
は

な
い

。
 

４
 

そ
の

他
 

・
 

チ
ャ

ン
ネ

ル
間

に
ガ

ー
ド

バ
ン

ド
を

設
け

る
必

要
が

な
い

た
め

、
電

波
の

効
率

的

利
用

に
資

す
る

。
 

 

４
 

そ
の

他
 

・
 

周
波

数
の

利
用

効
率

を
高

め
る

伝
送

パ
ラ

メ
ー

タ
の

使
用

計
画

。
 

・
 

M
e
d
ia

F
L
O

方
式

の
歩

行
速

度
の

受
信

環
境

に
お

け
る

劣
化

量
の

少
な

い
ド

ッ

プ
ラ

ー
特

性
に

つ
い

て
説

明
 

・
 

統
計

多
重

に
よ

る
多

チ
ャ

ン
ネ

ル
化

の
計

画
 

・
 

オ
ー

バ
ー

ヘ
ッ

ド
の

少
な

い
プ

ロ
ト

コ
ル

の
使

用
計

画
 

 



 
  

 ・
 
以

上
を

総
合

し
、

両
者

に
差

は
な

い
と

評
価

し

た
。

 

 

四
 

そ
の

他
 

一
か

ら
三

ま
で

の
ほ

か
、

当
該

特

定
基

地
局

を
開

設
し

て
受

託
国

内

放
送

を
行

う
こ

と
が

、
放

送
の

普
及

及
び

健
全

な
発

達
に

よ
り

寄
与

す
る

こ
と

。
 

【
企

画
会

社
や

関
連

団
体

の
設

立
、

参
加

】
 

・
 

平
成

1
8

年
に

合
同

会
社

を
設

立
、

平
成

2
1

年
に

株
式

会
社

化
。

事
業

化
に

向

け
た

取
組

を
実

施
。

 

・
 

平
成

1
8

年
に

、
新

し
い

サ
ー

ビ
ス

の
研

究
、

携
帯

端
末

向
け

マ
ル

チ
メ

デ
ィ

ア

放
送

の
有

効
性

の
プ

ロ
モ

ー
シ

ョ
ン

等
を

目
的

に
フ

ォ
ー

ラ
ム

を
設

立
。

現
在

７
０

社
超

の
企

業
が

参
加

。
 

・
 

他
の

フ
ォ

ー
ラ

ム
（
IP

D
C

、
A

M
IO

フ
ォ

ー
ラ

ム
）
へ

の
参

画
。

 

 【
技

術
的

条
件

策
定

へ
の

貢
献

】
 

・
 

情
報

通
信

審
議

会
等

に
お

け
る

サ
ー

ビ
ス

・
技

術
方

式
等

の
提

案
、

下
部

委
員

会
に

参
加

。
 

 【
普

及
啓

発
活

動
】
 

・
 

国
内

、
海

外
に

お
い

て
、

技
術

方
式

、
サ

ー
ビ

ス
内

容
等

に
つ

い
て

、
主

な
展

示
、

講
演

等
の

普
及

活
動

の
実

績
を

4
5

件
程

度
記

載
し

て
お

り
、

そ
の

う
ち

主
要

な
展

示
会

、
講

演
会

等
に

お
け

る
説

明
内

容
に

つ
い

て
そ

の
内

容
を

詳
細

に
記

載
。

 

・
 

平
成

2
0

年
よ

り
東

京
で

開
始

し
た

実
証

実
験

に
つ

い
て

、
平

成
2
0

年
3

月
に

約
2
0
0

名
の

参
加

者
を

得
て

、
サ

ー
ビ

ス
デ

モ
実

験
を

実
施

。
こ

の
他

に
海

外
の

政
府

関
係

者
や

放
送

事
業

者
等

に
対

し
、

適
宜

デ
モ

実
験

を
実

施
。

 

   【
そ

の
他

】
 

・
 

モ
バ

イ
ル

端
末

上
の

動
画

・
音

楽
の

視
聴

状
況

や
新

サ
ー

ビ
ス

の
受

容
性

等

に
つ

い
て

、
独

自
の

市
場

／
利

用
者

調
査

を
複

数
回

実
施

。
 

・
 

デ
モ

コ
ン

テ
ン

ツ
の

制
作

を
通

じ
、

利
用

者
の

期
待

に
応

え
う

る
マ

ル
チ

メ
デ

ィ
ア

放
送

の
コ

ン
テ

ン
ツ

研
究

を
実

施
。

 

【
企

画
会

社
や

関
連

団
体

の
設

立
、

参
加

】
 

・
 

平
成

1
7

年
に

企
画

会
社

を
設

立
、

事
業

化
に

向
け

た
取

組
を

実
施

。
 

・
 

Ｋ
Ｄ

Ｄ
Ｉ ㈱

の
社

員
が

標
準

化
団

体
で

あ
る

F
L
O

フ
ォ

ー
ラ

ム
の

理
事

を
務

め
、

規
格

の
策

定
を

推
進

す
る

と
と

も
に

、
 
F
L
O

フ
ォ

ー
ラ

ム
の

円
滑

な
運

営
に

貢

献
。

 

   【
技

術
的

条
件

策
定

へ
の

貢
献

】
 

・
 

情
報

通
信

審
議

会
等

の
作

業
班

、
Ｗ

Ｇ
、

ア
ド

ホ
ッ

ク
グ

ル
ー

プ
、

ヒ
ア

リ
ン

グ
等

に
参

加
。

 

 【
普

及
啓

発
活

動
】
 

・
 

国
内

、
海

外
に

お
い

て
、

技
術

方
式

の
説

明
、

携
帯

端
末

向
け

マ
ル

チ
メ

デ
ィ

ア

放
送

の
理

解
の

促
進

等
に

つ
い

て
、

1
5
0

回
を

超
え

る
講

演
会

、
展

示
会

等
の

普

及
活

動
を

実
施

し
て

お
り

、
実

際
に

参
加

し
た

会
合

の
名

称
や

内
容

等
の

一
覧

を

添
付

。
 

・
 
平

成
1
9

年
1
1

月
よ

り
東

京
で

開
始

し
た

屋
内

電
波

実
験

及
び

平
成

2
0

年
1
1

月
よ

り
沖

縄
で

開
始

し
た

「
ユ

ビ
キ

タ
ス

特
区

」
に

お
け

る
実

証
実

験
を

通
じ

、
2
0

回
近

く
に

わ
た

り
、

ベ
ン

ダ
ー

、
コ

ン
テ

ン
ツ

プ
ロ

バ
イ

ダ
ー

、
携

帯
電

話
事

業
者

を

は
じ

め
記

者
等

の
べ

3
0
0

名
近

く
の

者
に

対
し

て
携

帯
端

末
向

け
マ

ル
チ

メ
デ

ィ

ア
放

送
に

つ
い

て
説

明
し

、
ま

た
実

際
の

サ
ー

ビ
ス

を
体

験
す

る
機

会
を

提
供

。
 

 【
そ

の
他

】
 

・
 

採
用

す
る

技
術

方
式

の
特

長
（
省

電
力

、
素

早
い

チ
ャ

ネ
ル

切
替

え
、

伝
送

効

率
の

向
上

、
S
F
N

混
信

へ
の

強
い

耐
性

、
番

組
ご

と
に

適
し

た
伝

送
品

質
設

定
、

伝
送

劣
化

時
に

も
視

聴
し

や
す

い
映

像
）
を

説
明

。
 

・
 

緊
急

情
報

メ
ッ

セ
ー

ジ
を

短
時

間
で

利
用

者
に

伝
達

す
る

機
能

を
備

え
て

お
り

、

民
間

標
準

化
団

体
（
㈳

電
波

産
業

会
）
で

メ
ッ

セ
ー

ジ
フ

ォ
ー

マ
ッ

ト
を

策
定

中
。

 

・
 

両
者

と
も

、
こ

れ
ま

で
に

、
平

成
1
7
、

18
年

に

企
画

会
社

又
は

合
同

会
社

を
設

立
し

、
事

業
化

に
向

け
た

取
組

を
行

っ
て

い
る

。
 

 ・
 

両
者

と
も

、
情

報
通

信
審

議
会

に
お

け
る

技
術

的
な

検
討

の
場

に
参

加
し

、
携

帯
端

末
向

け
マ

ル
チ

メ
デ

ィ
ア

放
送

の
技

術
的

条
件

の
制

度
化

に
貢

献
し

た
。

 

 ・
 

両
者

と
も

国
内

、
海

外
に

お
い

て
、

技
術

方
式

や
携

帯
端

末
向

け
マ

ル
チ

メ
デ

ィ
ア

放
送

の
理

解
促

進
、

プ
ロ

モ
ー

シ
ョ

ン
等

の
た

め
、

累
次

に

わ
た

り
展

示
・
講

演
等

普
及

活
動

を
実

施
し

た
。

 

 ・
 

両
者

と
も

技
術

的
な

検
証

の
た

め
の

実
証

実

験
の

成
果

や
実

際
の

サ
ー

ビ
ス

を
体

験
す

る
機

会
を

提
供

し
て

き
て

い
る

。
 

 ・
 
Ａ

社
は

視
聴

・
利

用
者

調
査

を
実

施
し

、
利

用

者
の

期
待

に
応

え
う

る
マ

ル
チ

メ
デ

ィ
ア

放
送

の

コ
ン

テ
ン

ツ
研

究
等

を
行

い
、

Ｂ
社

は
採

用
す

る

技
術

方
式

の
特

長
に

つ
い

て
説

明
し

て
い

る
と

と

も
に

、
緊

急
情

報
の

配
信

に
向

け
て

の
取

組
を

行
っ

て
い

る
。

 

 【
評

価
】
 

・
 

以
上

か
ら

、
両

者
に

差
は

な
い

と
評

価
し

た
。
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